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　　明治期の会社および経営者の研究

一『日本全国諸会社役員録』（明治40年版）の分析一

鈴木　恒夫、小早川　洋一、和田　一夫

1　課題の設定

1　サーベイと本研究の特徴

　本稿は，本タイトルと同名の論文「明治期

の会社および経営者の研究一『日本全国諸会

社役員録』（明治31年版）の分析一」〔Pと同

一の問題意識から出発していることは言うま

でもない。むしろ，出来るだけ分析視角を変

更させないように努めた。従って，本稿で作

成した表も，可能な限り前稿との比較が可能

なように作られている。

　しかしながら，簡潔に問題意識をここに再

掲することも，あながち無意味とは言えまい。

すなわち，明治40年時点における全国の企業

と経営者の存在形態について包括的，体系的

な資料操作を行うことにより，わが国工業化

の推進主体について考察することが本稿の究

極の課題である。換言すれば，わが国工業化

の初期における企業の態様はいかなるもので

あったのか，また工業化を担った経営者・企

業家たちはどのような特徴をもつ者であった

のかという問題を，上掲資料をパソコンで処

理できるように電子データベース化した上

で，企業の形態，規模，業種，経営者のタイ

プ，および彼らの所得や営業規模などの資料

調査に基づいて，包括的に検討することが主

たる課題である。

　こうした問題意識，アプローチの仕方につ

いては，既にいくつかの研究が存する。重複

をさけるために，前稿で言及した研究以外の

主要な論文に限定し，われわれの研究との異

同を明らかにしておきたい。
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　まず従来のような個々のケーススタディに

基づく研究とは異なり，大量観察データに基

づく経営史研究の可能性を，パソコンという

データ処理技術を駆使して行った最初の研究

として，和田一夫・小早川洋一・塩見治人の

一連の研究がある。同研究は，それまでの森

川英正，伊牟田敏充などの研究に基づき，

「兼任重役」の存在と大阪や京都で見られた

「資本グループ」の実態に言及した上で，

「我々は，中京財界を対象として，重役兼任

の実態を明らかにすることで，グループ形成

の事実があったか否かを実証したい」〔2’とい

う問題意識によって分析したものであった。

そこでは，従来，「土着派」，「近在派」，「外

様派」と称される3つのグループの存在が指

摘されてきたが，これに加えて新たに，9グ

ループの存在を確認した。そして両時点での

比較を通して，それぞれのグループにおける

事業活動の盛衰を指摘した後，「（明治31年）

の時期までに中京財界におけるオルガナイザ

ーと目された奥田正香の事業活動は，我々の

分析手法からすれば，既に成熟に近い段階に

達していたと言える。この後，明治40年頃に

は奥田の活動はピークに到着し，まもなく彼

は失脚した。この後の中京財界の状況を考察

するために，大正7年という時点で続稿を選

定し，あらためて中京財界におけるグループ

の形成の状況を傭轍するとともに，奥田失脚

後の奥田グループの変貌を考察することにし

よう」‘3）と，将来の課題を掲げて稿を閉じ

た。

　大正7年を分析した続稿では，明治31年，



明治40年からのグループの継続性と変化を追

跡しつつ，大正2年に失脚した奥田正香が率

いる奥田グループと中京財界のその後を分析

した。そこでは，それまで奥田が務めていた

名古屋商業会議所会頭に奥田グループの鈴木

総兵衛が大正3年に就任した後，大正9年に

は奥田正香子飼いの上遠野富之助が会頭に就

いたものの，昭和2年に「土着派」の伊藤次

郎左衛門が会頭に就任し，ここに「奥田人脈

の財界リーダーシップは終わ」c4）りを告げた，

と論じた。

　この研究は，愛知県に限定されたものでは

あったが，『日本全国諸会社役員録』の全デ

ータから，明治31年と明治40年時点における，

「中京財界の重役兼任」と「資本グループ」

の実態と事業活動を詳細に分析したものであ

った。何よりも，大量観察による研究の可能

性を切り開いたと言う点で，評価すべきでろ

う。しかしながら，愛知県に限定されたとい

う事実と「重役兼任」と「資本グループ」の

検出に主たる問題関心が置かれていたため，

当該期の日本経済との関係や，企業勃興期に

おける研究との関連が十分には説明されない

ままであった。一方，本研究が課題として掲

げた，「重役兼任」や「資本グループ」の検

出という点においても，愛知県という一府県

に限定された結果，他府県にまたがるような

関係を把握することが出来なかったことも，

今回の研究と比較した場合，大きな限界を示

すものであると言えよう。この点を明治40年

の例で説明をしておこう。和田一夫・小早川

洋一・塩見治人「明治40年時点の中京財界に

おける重役兼任一『日本全国諸会社役員録』

（明治40年版）の分析一」に記されている，

奥田グループと称されたグループ別役員兼任

表によれば，奥田の役員兼任数は7回となっ

ている〔5）。しかし，今回，われわれが作成し

たデータベースから求めた数字は，10回（商

業会議所を除く）である。これは，奥田が愛

知県以外の府県に所属する会社役員に3回登
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場することを意味している。こうした，全国

展開するタイプの役員を十分に捕捉できなか

ったという限界があった。同様に，一府県で

あれ，複数の近隣の府県であれ，限定された

地域の分析では，こうした限界を超えること

は不可能である。今回，われわれの研究は，

この種の制約を取り除くことが出来た。

　また宮本又郎・阿部武司「概説　一八八〇

年代一一九一五年」c6｝を大量観察データの必

要性を指摘したものとして，挙げなければな

らない。この論文中，工業化の担い手を扱っ

た箇所で，両氏は従来の方法を批判し，新た

な分析手法の必要性を提起した。すなわち両

氏は「幕末の開港以後，横浜での貿易に積極

的に参加して旺盛な企業者活動を開始した若

尾逸平や雨宮敬次郎，維新前後の貨幣制度の

混乱に乗じて急速に成長した金融業者安田善

次郎，初期の明治政府の手厚い保護を享受し

て海運業で成功した岩崎弥太郎など」の「新

興企業家を中心として，明治前期に活躍した

企業家達が士族であったのか，商人などその

他の階層出身であったのかを問うことを軸

に，企業家の供給源や社会的属性，さらには

その経営理念等の解明をめざす論争があり，

いまだに決着はついていない。それらの研究

では多くの場合，伝記類を活用し比較的著名

な企業家に関する情報を多数積み重ねる手法

によって論議が展開されているが，こうした

手法では主に大都市の企業家しか捕捉しえ

ず，さらに言えば，企業家をどの程度の範囲

までとりあげるかによって結論が変わってく

るように思われる」，と批判的に総括した上

で，続けて「明治期の企業家に関わる考察を

深めるためには，個別の事例研究の蓄積と並

んで彼らに関する全国的な大量観察が要請さ

れているように思われる」（傍点は原文）と

新たな視点を提示し，「近年操作が容易にな

ったコンピュータの活用はそうした作業を大

きく支援するものであろう」〔7〕と，新たな手

法の可能性にまで言及した。こうした問題意
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識に基づいて，両氏は「明治の資産家と会社

制度」を発表した。ここでは，「東京，神奈

川，愛知，大阪，兵庫の五府県，合計二万人

強についての情報を用い」｛81た分析が行われ

たのである。しかしながら，「対象地域が大

都市を擁する五府県に限られるものの，デー

タに基づく企業家ないし資産家に関する大量

観察の試みである」と，分析手法の意義を高

く掲げながらも，分析対象が五府県に限定さ

れたことについて宮本・阿部は，先に両氏が

掲げた手法と課題を追求する上で，対象地域

の限定がもたらすかもしれない制約等の問題

点については，不問に付したままであった。

これに対して，われわれの分析は，主要な大

都市圏に限定したものではなく，文字通り，

全国のデータをすべて電子データベース化し

た上で行っていることが特徴である。前稿で

扱った明治31年に続いて，今回，明治40年の

全国データを分析したものが本稿である。

　一方，「開港・明治維新を経た一八八〇年

代後半」の企業勃興期以降における経済発展

において現れた「近代経営」と「在来経営」

という二様の経営展開の関係を，「在来的要

素＝名望家」というキーワードとの関連から

分析した，谷本雅之・阿部武司の研究C“’　）も，

上記の書物に収められている。同論文で，両

氏は，企業勃興期における「勃興企業の担い

手」，あるいは企業勃興の「主体」の問題を

考察する視点から，大都市圏とは別に，地方

資産家の投資行動を分析している。1903年頃

の時点における，新潟県下の主要な資産家

251名の株式投資の分析を通して，両氏は，

企業経営の関与の度合いと事業出資のリスク

の程度から以下の4つの類型に分類した。す

なわち企業経営への関与の度合いが高く，事

業出資のリスクも高かった「類型1」（地方

企業家的資産家），企業経営への関与は高い

ものの，事業出資リスクは必ずしも高くなか

った「類型H」（準地方企業家資産家），企業

への関与は少なかったが，事業出資リスクが
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高かった「類型皿」（地方名望家的資産家），

および企業経営への関与は少なく，事業出資

のリスクも低かった「類型IV」（レントナー

型地方資産家）の4類型がそれである。厳密

に言えば，ここで分析されているのは，「勃

興企業の担い手」あるいは企業勃興の「主体」

というよりは，両氏も指摘しているように，

1880年代後半の産業化の過程において「在来

的に蓄積された資金の『運用』」という側面

における，「在来的蓄積を体現する『地方名

望家』の行動パターン」CI°）の類型化である。

一方，両氏は，利用した資料について，「対

象株式のカヴァリッジに一定の限界があり，

また調査時点の1900年も企業勃興終了後では

あるが，同書から個別のケース以外では得難

い，投資主体の投資先に関する情報一具体的

には所有株式の内訳一が新潟県下の主要資産

家の二五一名についてほぼ網羅的に得られ

る」としているが，関与した企業の業種や全

国的に見た特徴如何という視点は，曖昧なま

まに残されている。新潟県の事例が，全国一

般に見られた特徴を代表している，という前

提に立っていると思われる。

　その後，谷本雅之は「日本における“地域

工業化”と投資活動一企業勃興期：地方資産

家の行動をめぐって一」（1Dを発表した。そ

こで氏が前提としていたのは「近代日本にお

ける経済発展は，近世後期から始まる産業展

開の延長線上に位置づけられる『在来的経済

発展』に，明治以降の企業勃興を契機とした

『近代的』な産業・企業の移植・定着のプロ

セスが積み重なった」｛IL’｝ということであっ

た。「日本の企業勃興は，大都市の一部にお

ける企業設立の試みではなく，地方における

広範な企業設立現象を含むものであった」と

いう理解に立って氏は，「地方の企業勃興現

象を日本における『地域工業化』の重要な局

面であると考え，そこでの投資行動の特色か

ら『地域』と『工業化』の関わりを論じ」た。

われわれの研究との関係からみて重要なの



は，「地域という概念のエッセンスが地縁的

関係である」q3｝とし，また「『新しい知識・

機会』で事業活動を行う主体を『企業家』，

『地域社会』との関わりで社会的な活動を行

う資産家を『名望家』と名づけ」‘14）た上で，

地方の工業化を推進してきたこれら明治前期

の地方資産家はこれら二つの要素を兼ね備え

た人物であると指摘した点であり，それ故に，

「地域経済が地域社会も重要事項となったと

き」，「地域社会において，短期的な経済利害

を超えた投資活動を，少なからぬ資産家にと

らせることとなった」｛L5＞，と指摘する。こう

した研究の基礎となっているものは，上記の

新潟県の資産家による株式投資の分析と和歌

山県の醤油醸造家の事例であった。ここで指

摘すべきは，こうした地方の資産家の事業活

動を分析する場合，谷本も指摘しているよう

に，「地方における広範な企業設立現象」の

事実確認とその地域的かつ産業的変遷であろ

う，そうした企業勃興の地方への波及という

現象を大量観察データに基づいた事実確認を

踏まえて，個々の事例の資料的偏差によらな

い，一般的な現象から行わなければならない，

と考える。

　以上の研究との関係から，本稿の問題意識

と特徴を指摘しておくと次のようになる。わ

れわれが作成したデータは，第1に全国を網

羅したデータであることを重ねて挙げておか

なければならない。主要な大都市や，一府県

に限定したデータではなく，包括的な資料と

これに基づいた日本全国を鳥鰍しうる分析に

よって，始めて当該期の会社や役員の特徴を

指摘することが可能になったと思われる。こ

うした全国レベルでの分析を踏まえて，それ

ぞれの大都市や各府県の特徴あるいは共通性

を指摘する必要性があると考える。人物の場

合も同様である。出来るだけ，当該時期，全

国を網羅したデータに基づいて，まず始めに

全体像を提示した上で，個々の事例分析に進

むべきであると，考えている。こうした方法
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論については，別に稿を改めて論じることと

したいが，今回，われわれの研究の概要を記

すことは，いくらかの理解の一助となるであ

ろう。

2．全国的規模のデータベース作成の意義と

　　可能性

　既述したように，宮本又郎，阿部武司，谷

本雅之達は利用しうる資料の存在に依存せざ

るを得ない個別の事例分析ではなく，全国的

なレベルにわたる大量観察のデータ分析に基

づいた研究の必要性を認めた上で，自ら個別

の事例分析を行ったことは見てきた通りであ

る。われわれの研究も，その意味では同一の

問題意識に立っていると言えよう。しかし，

相違する点があるとすれば，われわれが扱っ

たデータの対象が全国規模であるという点で

ある。従って，われわれの研究と三氏の研究

は対立するものでは決してなく，むしろ，共

通の問題意識に基づいた，相互補完の関係を

有するものであり，実りある研究を構築でき

る部分が多々あることを十分に認識してい

る。

　これまで経営史の研究者の中には，漠然と

ではあれ，経営史研究は個別の事例研究の積

み重ねによって行われるべきであるとか，あ

るいは，個別の事例分析を積み重ねることに

よって，一般的なテーマに接近したり，ある

いは一般的な命題に貢献できると考えてきた

人々が多いように思われる。こうした考え方

に対して，われわれの研究は，少なくとも方

法論や手法の点から言えば，大量観察データ

に基づく経営史的研究の可能性を試みたもの

であると言えよう。こうした大量観察データ

に基づく分析を個別の事例分析といかに結び

つけるかが，経営史研究の重要な課題である

とわれわれは考えている。

3．対象時期の設定

明治31年のデータに基づく研究を発表した
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拙稿「明治期の会社および経営者の研究一

『日本全国諸会社役員録』（明治31年版）の分

析」にも記したように，明治31年が企業勃興

期の初発の時期に対応したように，明治40年

は企業勃興期の終了時期に対応したものであ

る。もちろん，これ以外にも世界的レベルで

の研究動向を視野に入れた上での時期選択で

あったことも，既に指摘したところである。

因みに，David　J．　Jeremy，　A・Business　Histor　y　of

Britain，1900　一　1990s，（16）の付録には，1907

（明治40年），1935（昭和10年），1955（昭和

30年）および1992（平成4年）の4つの時期

における，雇用者数から見たイギリス大企業

の上位50社の表を掲げている。こうした海外

の研究の動向を前提として時期区分する，と

いうのは今まで以上に十分に注意を払わなけ

ればならないと考えている。

　従って，産業化の開始と定着の時期を通し

て，企業勃興期の前期における産業的，地域

的，業種的，さらには経営者や主体的な問題

の変化が鳥轍できることになる。これが皿で

の課題となる。従来，産業化の過程でそれま

での大阪中心に叢生してきた企業が徐々に東

京にその重心を移していったことが知られて

いる。本稿では，全国的な動向を視野に入れ

ながら，この問題も併せて検討していくこと

としたい。

H　データベースの概要

1　業種別会社数，公称資本金の特徴

　表1と表2については，前稿と同じ作業で

行ったので，詳細な点は前稿を参照されたい。

今回，表1では，明治31年と明治40年の府県

別会社数の比較も出来るように作表した。東

京を始めとする大都市への集中が窺われる。

また後に分析する地域的な動向が，ここにも

表れている。神奈川県をはじめ東京周辺地域

の会社数の増加が表1から分かるであろう。

さて表3，表4，表5の作成手順については，
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前稿を参照して頂くこととして，ここでは主

として明治40年時点の特徴を前稿で作成した

明治31年時点のデータとの比較からその特徴

を記すこととしたい。

　まず府県別会社数については，次のような

変化が確認できる。明治31年時点では，会社

数（カッコ内の数は公称資本金が掲載されて

いる会社数）4，005（3，694）社のうち，大阪

が484（470）社で第1位であり，東京が第2

位で438（379）社で，第3位が愛知で264

（247）社であった。ところが明治40年時点で

は，会社数（括弧内は公称資本金が掲載され

ている会社数）7，146（7，070）社中，東京が

906（902）社で第1位に躍り出たことである。

第2位は兵庫県で458（455）社，第3位は大

阪で443（443）社である。以下，第4位は静

岡県の358（353）社，第5位は愛知県の330

（328）社が続いた。

　明治31年から40年の間に，本店所在地とい

う意味での府県別会社数の実態では，大阪が

地盤沈下を来たし，東京が圧倒的な数で第1

位となったという変化が生じたことが，まず

もって明記されるべきことである。しかも，

兵庫県は大阪府を抜いて第2位に上がるな

ど，企業勃興期の過程で地域的な変化が顕著

に見られる。試みに，会社数と公称資本金か

ら，明治31年と40年の間，全国平均より上昇

した府県と低位にとどまった府県を列記する

と次のようになる。

　商業会議所と興信所の数をあらかじめ除い

た後，明治40年の府県別会社数のなかから，

明治31年のデータに含まれていなかった沖縄

および外国の会社数を除外した7，019社と明

治31年の会社数4，005社を基準にとって，1．75

倍という会社数の増加を当該期の平均会社数

の増加率と見なして，増加率の高い府県を記

すと次のようになる。かっこの中は，増加率

である，

　第1位は栃木県（4．1），第2位は山口県

（3．3），第3位は北海道（3．1）であり，以下



表1　『役員録』掲載の会社数・役員数の府県別一覧

明治31年会

ﾐ数
明治40年会

ﾐ数
延べ役員数
i明治40年）

株式会社数
i明治40年）

北海’ 40 192 949 103

21 80 452 55

岩手 8 37 271 28

呂城 25 60 356 41

秋田 21 78 339 29

山形 24 105 628 72

一 27 81 479 49

茨 32 120 702 74

木 25 146 898 95

群馬 43 109 747 88

埼玉 28 112 766 86

千 25 103 718 81

東京 438 906 5391 494

神、川 69 272 1531 141

潟 219 234 1791 188

富山 72 170 1222 124

石川 47 128 825 95

一井 48 84 572 69

山1 38 121 761 91

長野 78 308 2329 235

66 112 959 85

静岡 230 358 2483 297

惑知 264 330 1950 195

＝重 59 124 959 91

滋 66 72 481 56

京 211 196 1168 110

大阪 484 443 2397 173

兵庫 356 458 2892 315

良 44 35 288 25

和歌山 42 84 536 57

，、取 8 28 141 13

根 26 63 492 51

岡山 136 130 776 79

広 78 152 961 102

山口 16 81 614 60

徳島 16 41 266 24

川 42 96 576 73

愛 102 108 666 76

局知 25 43 289 27

一岡 178 239 1618 173

佐 40 72 347 38

長 44 79 406 48

疑本 46 54 325 38

大∠ 69 80 646 74

呂口 13 27 218 24

鹿児島 9 36 220 23

沖縄 一
21 131 21

台怖 7 32 189 14

業会議戸 51 52 1832 一

業興信戸 2 2 38 一

外国 106 779 68

4058 7200 47370 4668
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明治期の会社および経営者の研究一「日本全国諸会社役員録』（明治40年版）の分析一（鈴木・小早川・和田）

表2 役員の頻度分布

係会社数 人数（A） A／B 人数 、　度
31 1 0．00％ 1 0．00％ 31 0．07％

30 0 0．00％ 1 0．00％ 31 0．07％

29 0 0．00％ 1 0．00％ 31 0．07％

28 0 0．00％ 1 0．00％ 31 0．07％

27 0 0．00％ 1 0．00％ 31 0．07％

26 0 0．00％ 1 0．00％ 31 0．07％

25 0 0．00％ 1 0．00％ 31 0．07％

24 0 0．00％ 1 0．00％ 31 0．07％

23 0 0．00％ 1 0．00％ 31 0．07％

22 0 0．00％ 1 0．00％ 31 0．07％

21 1 0．00％ 2 0．01％ 52 0．11％

20 0 0．00％ 2 0．01％ 52 0．11％

19 0 0．00％ 2 0．01％ 52 0．11％

18 4 0．01％ 6 0．02％ 124 0．26％

17 2 0．Ol％ 8 0．02％ 158 0．34％

16 3 0．01％ 11 0．03％ 206 0．44％

15 2 αOl％ 13 0．04％ 236 0．50％

14 4 0．01％ 17 0．05％ 292 0．62％

13 4 0．01％ 21 0．06％ 344 0．73％

12 7 0．02％ 28 0．08％ 428 0．91％

11 4 0．01％ 32 0．09％ 472 1．01％

10 8 0．02％ 40 0．11％ 552 1．18％

9 14 0．04％ 54 0．15％ 678 1．44％

8 36 0．10％ 90 0．25％ 966 2．06％

7 49 0．13％ 139 0．38％ 1309 2．79％

6 104 0．29％ 243 0．67％ 1933 4．12％

5 206 0．56％ 449 1．23％ 2963 6．31％

4 445 1．22％ 894 2．45％ 4743 10．10％

3 1159 3．18％ 2053 5．63％ 8220 17．51％

2 4299 11．78％ 6352 17．41％ 16818 35．82％

1 30135 82．59％ 36487 100．00％ 46953 100．00％

総計（B） 36487

備考）同一会社に2回以上出現しても1回と数えた結果、
しない。

表1の延べ役員数とは一致
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表3　公称資本金別会社数
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明治期の会社および経営者の研究～『日本全国請会社役員録』（明治40年版）の分析一（鈴木・小早川・和田）

（府県別一覧）単位：会社数
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表4　公称資本金1ao、5＝F円以上の会社196社の内訳

順位 会社名 府県 業種番号 産業名 公称資本金
1 南満州鉄道（株） 東京 63 鉄道 200，000，000

2 九州鋏道（株） 福岡 63 鉄道 62，⑰cσ，σGσ

3 （株）利尻回漕店 北海道 31 海上輸送 50，000，000

4 旧本銀行 東京 51 銀行 30，000，000

5 北海道炭鉱汽船（株） 北海道 14 鉱業（石炭を含む） 2710QO，000
5 東京鉄道（株） 粛京 63 鉄道 27，G◎O，GGG

7 関西鉄道（株〉 ミ重 63 鉄道 24，ユ8ユ，800

8 横浜正金銀行 神奈川 51 銀行 24，000，000

9 目本郵船く株｝ 東京 31 海上輸送 22，000，DOO

＿．唖．．黒
ζ妹）十五銀行”，…　　　．●●●．r，川，．°．．　．」鱒●●●　，ρ　　　ワ印．　“rr　　　晒　印r　　●．　　　　　　へ触

東京 51 銀行，　　　　　　　，「，　●．　ヤ甲　r　　　　　　■　　　　　　　　　　　　　　▼　」暫’■

1
8
，
0
0
G
，
G
⑪
G
噂，■■■

@10 東京電燈（株）
聖　　、噌　1　・，辱辱㌧噸　●

結
鴨　　砂●D冒　　り　　　　噌畠

@　　磁
　　　　　　　　　・　’　，Gネルギーく電灯等）

　　　噂　　　　　　，陶

P8，臓），go9

12 （株）日本興業銀行 東京 51 銀行 17，50Q，OQO

13 東京瓦斯（株） 東京 62 ガス ！7，00Q，ooo

ユ4 大阪商船（株） 大阪 3i 海上輸送 16，500，000

鉱山、造船、不動産兼営。銀行

のところに1三菱合賓会社銀行
15 三菱（資） 東京 ＊ 部」（資本金100万円）がある 15，00G，GGO

にの時期銀行業のみ独立採算
の喋業部」だった。

16 宇治川電気（株） 京都 61 エネルギー（電灯等〉 12，500，000

17 大β本製糖（株♪ 東京 23 食品 12，000，000

18 （株）イントル、ナショナル、オイルコムパニー 神奈川 正5 石油（販売も含む） IG，000，000

18 日清紡績（株） 東京 21
灘 10，000，0QO

　　18■■．，幽．．，，◎■■r■■■ 富士製紙（株） 東京 26 化讐 ＿壌瓢勲
18

゜晒・．四．「「．「・“°四．．　r「　　“噛　ヤ7r，，　騨　　・，gr9殉q　r．圃　の．，，り，，．．r●σ餌．　鴨　　．，昌

i株）川崎造船所
▼　・艦晶響　　　　巳気亀5

ｺ庫
■．ハ，鱒■，凸静嘔亀Orμ，．，曜

@　　28
，岬隔・●「・　°「髄亀P°，，‘°°°・ρ，晶，，，り’”・・，ρh7’り”〃愉，訓’町σσ阿r

@械（電機を含む） lQ，000，000

～8 ぐ株漕本勧業銀行 東京 5t 銀行 10，GGO，OGO

18 （株）第一銀行 東京 51 銀行 ユ0，000，000

18 （株）北浜銀行 大阪 51 銀行 1Q，GOO，OGO

18 東京火災海上運送保険（株） 東京 52 保険 10，000，000

！8 共同火災海．と運送（株） 東京 52 保険 10，σ0σ，OGO

27 富士瓦斯紡績（株〉 東京 21 繊維 亀oρ〔乳ooo

27 （株）帝国商業銀行 東京 51 銀行 8，000，000

29 石狩右炭（株） 東京 14 鉱業（石炭を含む） 7，500，00Q

製
南海鉄道（株〉，，顧鱒腎，■¶■．，■■鱒■鴨「P　ぞ　■

大阪 63 鉄嵐．＿＿＿．．＿＿ ＿謡臨蜘
31 　　　　　　　鴨　　　　・ヤ曾゜P　　　・　甲　画9　　　　気　辱帆い・、，　°

檮纉d気鉄道（株） 6大阪
隔　　“　　　　．亀

@　63 鉄道 7，00αooo
32 東洋汽船（株） 東京 31 海上輸送 6，500，CGG

33 北海道鉄道（株） 東京 63 鉄道 6，34D，000

34 ぐ名）藤頗組 大阪 玉4 鉱業（右炭を含む） 6，QOO，OQQ

34 曳子製紙（株） 東京 26 化学 6，00〔λひOo

34 東京電力（株） 東京 61 エネルギー（電灯等） 6，000，OGQ

34 総武鉄道（株） 東京 63 鉄道 G，GGO，OG◎

38 鐘淵紡績㈱） 東京 2i 繊維 5，803，400

39 大臼本麦酒（掬 東京 23 食晶 S，600，000

40 蒸蕪鮨鱒㈱ 神奈川 63 鉄道 5乱ユ99・ggo

41 　　　　　　　…　Plhr凹゜．甲・1、　　　　噸、の　　「　幽　　噂印　　　哨曜亀

ﾁ納鉱山（株）
の　　　、　　　　　　　，，

結
■■¶，’■幽．o髄o㌧置．」，昌師

@　　14
ρ7．．’．島・”ρ’”‘・・’・FF｛．F〃龍9’▽－r唖r　ρ　　　r

z業（君炭を含む｝
，岬　，，ρ鯛腎P　　　　　　暫、■

@6“Gq，GGG
4！ 古ノη鉱業会社 東京 i4 鉱業（谷炭を含む） 5，000，000
41 目本石油（株） 漸潟 ユ5 石抽（賑売も含む〉 5，000，cOG

41 東洋製糖（株） 台湾 23 食品 5，00軌000
41 台湾製糖〔株） 台湾 23 食品 5，000，000
41 大東製糖（株） 台湾 23 食晶 5，GOG，ooo

41 壌水港製糖（株） 台湾 23 食品 δ，oσ軌00G

41 明治製糖（株） 台湾 23 食晶 5，QO⑪，QOQ

41 く名1三井銀行 東京 51 銀行 5，000，000
　　41阻噛，、．，，，辱，・い巳，，

鰍嘉燃織．．．＿＿＿＿＿＿．
穴阪　哨ρ

S
l
剛
噸

銀行 5，00qOQQ
41 　　　　　　　　　　　　　　　　　，i㈱北海道拓殖銀行 耽海道 “　　5ユ

．　　　，’・・”ρ’h’・’’’”r・　▼▼▼㍉騨P・　　　　　噂謄●

竝s
ρ亀　　　　印h四，唖【■，，●，，

T，000，000

41 （株）台湾銀行 台湾 Sl 銀行 5，000，GOO
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41 横浜火災海上運送信用保険（株） 神奈川 52 保険 5，000，000

41 名古屋電力（株） 愛知 61 エネルギー（電灯等） 5，0GO，000

41 中国鉄道（株） 岡山 63 鉄道 5，0QO，OQO

41 東京建物（株） 東京 72 不動産売買（建築・土木を含む） 5，000，000
57 東京紡績（株） 東京 21 灘 4βGG，GGO
57 大阪電燈（株） 大阪 61 エネルギー（電灯等） 4，800，000

59 京都鉄道（株） 京都 63 鉄道 4，500，000
9
9

宝田石油（株）r　o　　●　　　．　璽　甲　　　　　　　　のい　　、亀亀5亀亀亀5亀51　b　，　冒，　　　　　　　1 新潟●‘●，　冒●「●鴨

15 礁（麟鯵勲． 盗～鱒，螂．
レ，●，，，・

@60 　　　　　　　　　　　　　　5昌　■，・o　“　■■　　●
i棟）東京株式取引所 東京 ”聡 　　　　　　　　　●　　　　「　亀　　　　　P

謌�梶i仲貿商を含む） 「　4，000，000

60 株）涙速銀行 大阪 51 銀行 4，000，000

60 大阪瓦斯（株〉 大阪 62 ガス 4，000，000

60 阪鶴鉄道（株） 兵庫 63 鉄道 4，DOO，0の0

65 三重紡績（株） 三重 21 繊維 3，857，950
66 横浜倉摩く株） 神祭川 44 創竃 3，800，000
66 （株）明治商業銀行 東京 51 銀行 3，800，00D
68 北越鉄道（株） 新潟 63 鉄道 3，700，000

69 日本絹綿紡織（株） 東京 21 繊維 3，500，000
69 横浜鉄道（株）脅僧「「　　．’　暫開σワ，r岬　　　　・　　・　　　　　　　　　　　　ρ　　，●　　　　亀　ρ　　■　●　　．　ρ 神奈川，肉　，　，“　　　　　　o

　
6
3
b
　
，

鉄道，　　　・　●　　　　　　9　　　　　　　，π●

3，50Q，000
，　晶，，，ヒ「「ppo　「

@　71 　　　　　　　　　　　　　　　　　●ｦ糸紡績（株） 京都 ’　　21 　　　　　　，　　鴫　　　　・　　o，鴨　．●　　●5■篤 ・．「　　　b　　　　　　．　　　．　　　　「　．

@3，400，000
72 （株）国油共同販売所 新潟 15 石油（販売も含む） 3，000，000
72 日本第一麦酒（株） 東京 23 食晶 3，000，000
72 日清豆粕製造（株） 東京 23 食品 3，000，000
72 東亜製粉（株） 東京 23 食晶 3，00Q，ooo
72 大日本水産（株） 東京 23 食晶 3，000，000
72 （株）大里製糖所 福岡 23 食品 3，000，000
72 帝国肥料（株） 東京 26 化学 3，000，000
72 大阪硫曹（株） 大阪 26 化学 3，000，000

．＿7婁
明治製煉（株）噸す　「888．・　響‘暫響暫　r●oe’，‘‘「「　　　σ暫暫　　　r　　，　　　■　　　　◎　　　　888　　　　‘6●q　巳　o　σ甲σσ’ρr　　　，　　響　，　　“　　　暫

大阪骨　　rr　r「　　　，
　　　27■　　庫　．響響●，身ee　●●の‘φ

繋麩喰獲二鞭髄盒蛾．＿ 3，000，000，　》Cf6‘暫

72 横浜船渠（株） 神奈川 28 機械（電機を含む） 3，000，000
72 日本車両製造㈱） 愛知 28 機械（電機を含む〉 3，000，000
72 帝国冷蔵（株） 東京 44 倉庫 3，000，000
72 （株）東海銀行 東京 51 銀行 3，000，000
72 （株）京都商工銀行 京都 51 銀行 3，000，000
72 （名）鴻池銀行 大阪 51 銀行 3，000，000
72 （株）十八銀行 長崎 51 銀行 3，000，000
72 （株）新潟銀行 新潟 51 銀行 3，000，000
72 （株）明治銀行 愛知 51 銀行 3，000，000
72 東京海上保険《株）　噸鱒「，　　　　　　　　ρ．　　　　　　　　　，　　●　　・剛　　，　　辱　　　軸　　　．甲　　　◆軸 東京，　　　　　　　　　角

52 保険●，　　　噂●■●●

3，000，000
72 　　　　　　　　　　　　　　　　「噸骰相C上運送火災保険（株） 東京

亀　甲　　　　　　　　　　　　　　　　「

@　52
　　　　篭　　　隔　　　　　噂　　　　　　　　　　　ρ　　　　　■　　　　「　　　　　　ρ

ﾛ険
●　　　　　　　■，　　　　隔哨　φ　．　　　　，噛■0

@3，000，000
72 日本海上輸送火災保険（株） 大阪 52 保険 3，00Q，000
72 日本火災保険（株） 大阪 52 保険 3，000，000
72 阪神電気鉄道（株） 兵庫 63 鉄道 3，000，000
95 東武鉄道（株） 東京 63 鉄道 2，650，000
96 大成紡績（株） 大阪 21 繊維 2，500，000
96 献麟麦酒（株〉 神奈川 23 食品 2，5GG，GQG
96 内外綿（株） 大阪 43 貿易 2，500，000
96 日本冷蔵（株） 大阪 73 その他のサービス 2，500，000

lo◎
成田鉄道｛株〉●　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　’　　o　　　　　　　亀　　　　　　　　　　　　　　　　　　　，

千葉ら　冒．　　　　の

　　63●　，　　　　　「　亀
鉄道o　ρ　，　　P　　　　　　　　　　噛　　　　　　　　　　　　　り◆

2，425，000　・　・．

101 　　　　　　　　　　　　　「　　　　　　　　　　　　　　　　　．　　　　の
蜊纃∮ｯ紡績（株） 大阪 21 繊維

，　　F　亀

@2，400，000
101 （株）第三銀行 東京 51 銀行 2，400，000
103 帝国石油（株） 新潟 15 石油（販売も含む） 2，350，000
104 （株）六十九銀行 新潟 51 銀行 2，100，000
105 博多湾鉄道（株） 福岡 63 鉄道 2，075，000
106 帝国水産（株） 兵庫 13 水産業 2，000，000
106 東洋漁業（株） 山口 13 水産業 2，000，000
106 釧路炭砿（株） 東京 14 鉱業（石炭を含む） 2，000，000

1σ6 三井鉱山（名） 東京 14 鉱業（石炭を含む〉 2，000，000
106 貝島鉱業（名） 福岡 14 鉱業（石炭を含む） 2，000，000
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106 日本製麻（株） 東京 21 繊維 2，000，000

IG6 日本染絨（株） 東京 21 繊維 2，000，000

106 東京毛織物（株） 東京 21 繊維 2，000，000

106 東京製絨（株） 東京 21 繊維 2，000，000

106 東洋モスリン（株） 東京 21 繊維 2，GGG，00G

106 日本紡績（株） 大阪 21 繊維 2，000，000

106 東洋紡織（株） 兵庫 21 繊維 2，000，000

｝06 大日本製粉（株） 東京 23 食品 2．000ρ00
106 東亜精糖（株） 神奈川 23 食品 2，000，000

　106・■¶¶．璽伽暫■．．曾．聰 日本食塩ロークス（株）●　　の　　　　　o　●　　　．．　・　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　哨　　　　　　　　　　　　　　　　　5　　野r 兵庫　噸　軸●噸●　　　曾

．．　．22
雑工業鴨　亀　　　　，　　　　　　　　　　　　　　．　　　「ρ　　　　　　　　，

2，000，000，

1硲 　　　　　　　　，　　　　曾・　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　噺

P本綿花（株〉 大阪 43 　　　　　　　　　　　・　　●「f易
●2，000，000

106 日本倉庫（株） 東京 44 倉庫 2，000，000

106 （株）大阪株式取引所 大阪 45 取引所（仲買商を含む〉 2，000，000

106 （株）二十銀行 東京 51 銀行 2，000，000

106 （株）東京銀行 東京 51 銀行 2，000，000

106 （名）安田銀行 東京 51 銀行 2，000，000

！06 （株）扶桑銀行 東京 51 銀行 2，000，000

106 （株）丁酉銀行 東京 51 銀行 2，000，000
106 （株）近江銀行 大阪 51 銀行 2，000，000

1鱒
（株）横浜七十四銀行，　，，　　　　　　　　　哨　　　　　　　　哨　　　　’　．　　　　　　　　　　　　　．．　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ρ尋　　o 神奈川　「 51 銀行▼　　レ　　　　　　　　　　，

2，000，000
・，■◆噛

@106 　　　　　　　　　　　　　，「i株）日本商業銀行 兵庫 ’　　51 　　　　　　　　▼竝s
哨2，000，000

】06 （株）三十ハ銀行 兵庫 51 銀行 2，GQQ，OQQ
106 （株）長岡銀行 新潟 51 銀行 2，000，000

106 （株〉愛知銀行 愛知 51 銀行 2，000，000

106 （株）十二銀行 富山 51 銀行 2，000，000

io6 （株）十七銀行 福岡 51 銀行 2，000，000

106 （株）第百四十七銀行 鹿児島 51 銀行 2，GGQ，QOG
106 名古屋瓦斯（株） 愛知 62 ガス 2，000，000
139 房総鉄道（株） 千葉 63 鉄道 L905，000
三40

浦賀船渠（株），　　，　o　　．　　e　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　g　　　　噸

東京 28
機械（電機を含む）▼．ヤ，　　　　　　　　　　・　　　　　，

豆，900，000
．　140 　　　　　　　　o　　レ．　　　“　　1　　　　，　　　噛　　　●　9　　　　　　　　■の

Q宮鉄道（株） 三重
・　「　　　　　　　　　　●

@　63
　　9　　　　　　　　　　　　　噂　　　　　　　　　　　　　r‘　曾　r　　r　　　　，

S道
　　　，，，甲o■■

?C900，000
142 若松築港（株）・ 福岡 12 土地改良・開発 L8GG，GGG
142 函館船渠（株） 北海道 28 機械（電機を含む） 1β00，000
144 （株）百三十銀行 大阪 51 銀行 し625，000
皇45 京都綿ネル（株） 京都 21 繊維 1，600，000

145 東京電気（株） 東京 28 機械（電機を含む） 1，600，000
z45 京都電燈く株） 京都 61 エネルギー（電灯等） 1，6GG，OGO
148 東洋木材防腐（株） 大阪 11 農林 し500，000
148 小樽木材（株） 北海道 11 農林 1，500，000
148 満韓塩業（株）　，，　　　　　・D　P　　　　　　　　　　　　　　　　　　鱒　　，　　　　　　　　　　　　　　　　　　　●四

東京　P 　　13軸　’，　　　　　　　　， 水産業噂8rσ●rr8

1，50⊆009．
9　　　，．9　P　・　　　　P噛 ”四「，ρ「　響響　，■■　　　　　　　　●．阿‘‘亀●

148 無尽泉石油会社 新潟 15 石油（販売も含む）… @　’” 噸1，50qOOO

148 大阪紡績（株） 大阪 21 繊維 ｝，5DOIOOO
148 毛斯論紡績（株） 大阪 21 繊維 L500，000
148 摂津紡績（株） 大阪 21 繊維 1500，000
148 帝国撚糸織物（株） 愛知 21 繊維 1，500，000
ユ48 横浜精糖（株） 神奈川 23 食品 L500，000
148 東洋硝子製造（株） 東京 25 窯業（ガラスを含む） 】，500，000

ユ48 日本ぺいんと（株） 東京 26 化学 1，500，000
148 東京人造肥料（株） 東京 26 化学 1，500，000

　148「　　　　　の
湖南汽船（株）　角

東京 31．，蕪上輸送 1，500，009．

148
レ　　　　　　　　　　　　　，一．四「「．　　　　　　　　　　　　　　　　r，．　　　　　　　　，　　　　　甲　r　　　　　曾

ｭ児島郵船（株）
　　，　　　●

ｭ児島 31
●　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　，　　　　　　　　　　　　　　　　　噛・　　　　　　　　　，

C上輸送
，　　　　　　　噸　　印　　　　　　　　　　　，

@1，500，000
148 （株）第二銀行 神奈）晒 51 銀行 1，500，000
148 （株）尾三農工銀行 愛知 51 銀行 1，500，000
148 （株）十六銀行 岐阜 51 銀行 L5QG，OGO
148 （株）第十九銀行 長野 51 銀行 し500ρ00
148 （株）七十七銀行 宮城 51 銀行 1，500，000
148 （株）高岡銀行 富山 51 銀行 L500，GOO
148 （株）四十三銀行 和歌山 51 銀行 し500，000
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148 東京信託く株） 東京 53 その他の金融 1，500，000

148 高野鉄道（株） 大阪 63 鉄道 1，500，000
゜エ鱒 　　，　●●，鯉　，帥翰“咽　・噛　　　　　　，　　　　亀鴨し腸辱■　　●　●璽璽　い5亀　　　　●　　　1●、鵬1鴨

L川鉄道（株）
1，，，，，　，9

､知
，篭95◎り、鱒　　　　印　，

@　63
　辱．．．●　　　　　　「　　　　　　　　の印　・し　　　　　　　．●●　亀　　，

S道
曾　r　●■■β駒　　　　　　　■■　●　●

@1，500，000
172 （株）信濃銀行 長野 51 銀行 1，300，000

173 内国通運（株） 東京 32 陸上輸送 1，250，000

正74 岸和田紡績（株） 大阪 21 繊維 1，200，000

174 岡山紡績（株） 岡山 21 繊維 1，200，00σ

174 北海道製麻（株〉 北海道 21 繊維 玉，20qOGO

L74 横浜電線製造（株） 神奈川 27 製鉄（金属・非鉄を含む） 1，200，000

174 （株）第四十九銀行 京都 51 銀行 1，200，000

174 （株）柏崎銀行 新潟 51 銀行 1，200ρ00
　
1
7
4
0
・

（株）倉庫銀行　．●　，，噛．，冒9曾唇●●「，　●　　●　．　昌　　の9●●し　　　　　　　　　，　蝿●’　　　　の

長野 51 銀行
　1，200，000響　　　「’　　　　　　　．

174 　　　　　　　　　　　　　　　　　ei株）信産銀行
o“●　　■●

ｷ野 51
●．，　　’　　　　　　　　，　　　　　　　　　　　　、9●・●　●　帥99α　　　　●

竝s 1，20qOOO

174 （株）第四十七銀行 富出 51 銀行 L200，000
174 （株）二十二銀行 岡山 51 銀行 1，200，000

174 （株）二十三銀行 大分 51 銀行 1，200，000

i74 霜根水力電気（株） 東京 61 エネルギー（電灯等） 1，200，000

174 神戸電燈（株） 兵庫 61 エネルギー（電灯等） 1，200，000

17荏 京都電気鉄道（株） 京都 63 鉄道 1，200，000

188 豊前採炭（株） 東京 14 鉱業（石炭を含む） いGO，ooo
188 中央倉庫（株） 神奈川 44 倉庫 1，100，000

188 近江鉄道（株） 滋賀 63 鉄道　　　　　　　　　　，　　．・o． 1，100，000　　r　　　　　　■冒o

■‘巳璽璽璽璽艦 覧辱覧覧　辱辱辱璽，，，，，0　1，　亀晶5亀亀亀5曾555　　　・11　　，　鱒　　　　　r　　　　　●・　鱒　　　　　　　， ■ρ　　　　　　　　　　　　● ，　，　　　　　　　　　●　、　　　　　　　　●　，　　　　　　　　　　　　　　　　　　■　9 ●　　，　　　　　　　　「

188 七尾鉄道（株） 石川 63 鉄道 1，100，000

192 京都織物（株） 京都 21 繊維 1，050，000

192 （株）神戸貯蓄銀行 兵庫 51 銀行 ヱ，σ50，000

192 （株）柏原銀行 兵庫 51 銀行 LO50，000
192 （株）大垣共立銀行 岐阜 51 銀行 1，050，000

正92 和歌山水力電気（株） 和歌山 61 エネルギー（電灯等） 1，050，000

備考1）利尻回漕店の公称資本金は、
と患われる。

備考2）＊は分類不能の意味である。
備考3）業種番号は前稿参照。

5千万円であると原著で記されているが、誤りである
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表5　公称資本金上位195社の業種別内訳

業　番号 種 会社数 同左割合 公称資本金 同左割合
51 銀行 55 28．2％ 230775000 20．9％

63 鉄’ 25 12．8％ 385976800 34．9％

21 25 12．8％ 70511350 6．4％

23 品業 16 8．2％ 65600000 5．9％

14 鉱業（石炭を含む） 9 4．6％ 57600000 5．2％

61 エネルギー（電灯をAむ） 9 4．6％ 51350000 4．6％

52 保険 7 3．6％ 37000000 3．3％

15 石油（販売をAむ） 6 3．1％ 25．850000 2．3％

26 ヒ学 6 3．1％ 25000000 2．3％

28 械工業 6 3．1％ 21300000 1．9％

31 海上送 5 2．6％ 48000000 4．3％

33 庫 4 2．1％ 9900000 0．9％

62 ガス 3 1．5％ 23000000 2．1％

13 水産 3 1．5％ 5500000 0．5％

43 取引所 2 1．0％ 6000000 0．5％

42 易業 2 1．0％ 4500000 0．4％

27 金 2 1．0％ 4200000 0．4％

11 林 2 1．0％ 3000000 0．3％

＊ 分類不能（1） 1 0．5％ 15000，000 1．4％

72 不動産売買 1 0．5％ 5000000 0．5％

73 その也サービス 1 0．5％ 2500000 0．2％

29 その他工業 1 0．5％ 2000000 0．2％

12 土地改良・開発 1 0．5％ 1800000 0．2％

25 窯業 1 0．5％ 1500000 0．1％

53 その他金 1 0．5％ 1500000 0．1％

32 陸上送 1 0．5％ 1250000 0．1％

195 100．0％ 1105613150 100．0％

備考1）分類不能（1）は三菱合資会社である。
備考2）利尻回漕店を除いた場合である。表4を参照のこと。

10位までの府県を挙げれば，岩手県，台湾，

山形県，千葉県，埼玉県，鹿児島県，長野県

である。逆に，平均の伸び率が先の全国平均

を下回った府県を，伸び率の低い府県から10

府県列挙すると，奈良県，大阪府，京都府，

岡山県，愛媛県，新潟県，滋賀県，大分県，

熊本県そして愛知県が続いた。ここから窺え

ることは，明治31年と明治40年の間で，企業

勃興の波が大阪府や東京府，愛知県といった

旧来の大都市から栃木県や山口県さらには北

海道に代表されるように，地方に波及してい

ったことである。大都市周辺の地域のみなら
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ず，主に北関東から東北，そして北海道方面

での企業勃興が顕著に見られたのである。

　会社数のみならず，公称資本金の増加率か

ら各府県の企業勃興の様子を見ても，ほぼ同

様のことが見てとれる。明治31年時点での公

称資本金合計は，863，694，220円であったのが

明治41年時点での公称資本金合計は
1，856，642，286円へと2．15倍増加した。この増

加率を当該期の平均の増加率と見なして，各

府県の公称資本金合計の増加を計算すると次

のようになる。最大の増加率を見せたのは台

湾でこれに宮崎県が続き，第3位は鹿児島県
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であった。以下10位までの府県を記すと，秋

田県，埼玉県，北海道，長野県，鳥取県，栃

木県そして新潟県であった。これに対して，

平均の増加率を下回った府県は，低い増加率

から順に10府県を挙げると，奈良県，熊本県，

滋賀県，岡山県，京都府，大阪府，愛媛県，

兵庫県，佐賀県そして福岡県であった。

　以上から，明治31年から40年に至る企業勃

興期の地域的な特徴が理解できよう。それま

での京阪神地区や岡山県，愛媛県等の比較的

先進地域であった地域から九州南部や本州中

部から東北部，そして北海道で会社数はもと

より，公称資本金の増加率からみて，当該期，

企業勃興の中心地が移動していったと言えよ

う。その意味で，地方への波及の時代とでも

称すべき現象が起きていたのである。

　明治40年と明治31年における公称資本金上

位の会社から，当該時期における上位企業の

産業別に見た特徴が窺われる。まず最初に注

目すべき点は，会社数で見た場合，明治31年

と同様，銀行が最大であった。これに鉄道業

が続いていた。第3位が繊維業であることは

明治31年と同様であった。しかし，これ以下

が違っている。明治31年ではその後，保険業，

機械工業，化学が続いていたが，明治40年で

は食品業，鉱業，エネルギーが続いている。

鉱業と同様，石油業も上位に顔を見せるに至

った。公称資本金で見た上位企業という観点

から，当時の大企業の業種別割合を見ると，

それまでの銀行，鉄道，繊維産業は会社数で

も公称資本金合計額から見ても，絶対的な水

準では上位を占めてはいたものの，相対的な

レベルでは明治31年と明治40年の間に相対的

なウエイトを低下させていった。その反面，

食品業，鉱業，電灯業，石油業というように，

近代化に伴って大規模なビール企業や製糖企

業が登場してきたことが特徴であると同時

に，石炭・電力・石油と言うような広義の意

味でのエネルギー産業で大企業が興隆してき

たのであった。
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　それと同時に，明治31年時点で上位企業に

登場していた生糸，醸造業が姿を消すことに

なった。また商業は両時点で，登場していな

い。相対的に小規模なままであったと言えよ

う。以上から，明治31年と明治40年の間で，

エネルギー産業と食品産業で大企業が進出し

たことが，最大の特徴と言えよう。ことに，

台湾に拠点をおいた製糖業の興隆と軌を一に

した現象であった。

　府県別からみた上位企業の盛衰を考えて先

に見た，企業勃興の地域的特徴とほぼ同様の

側面を有している。府県別企業勃興の盛衰と

同様に，大阪のウエイトが著しく低下したこ

とである。岡山県，三重県，滋賀県，愛知県

が低下したことも同様である。その一方で，

新潟県を始め神奈川県や北海道の上昇も全体

の動向と同様であった。ここから次のような

結論を導き出せると思われる。企業勃興のブ

ームに乗って，それまでの企業設立の一大セ

ンターであった大阪を中心とする阪神地区で

は，会社設立・会社全体の公称資本金レベル

から見た全体像でも，公称資本金の上位企業

の盛衰から見た大企業レベルでの動向から

も，すべての面で著しく低下していったこと

である。その反面，東京，埼玉県や新潟県，

長野県を始めとする本州中部から東北部の地

域では，会社全体でも大企業レベルでも顕著

な増加傾向を見せていた。しかし，鹿児島県

や宮崎県の九州地区や本州東北地方の一部や

日本海側の地区では，会社数や公称資本金レ

ベルでの「企業勃興ブーム」は見られたもの

の，大企業レベルから見ると，著しい変化は

見られなかった。少なくとも，明治31年と明

治40年の問での「企業勃興ブーム」では，少

なくとも，上位200社程度の規模から見た上

での大企業の変化という側面からは，変化は

見られなかった。

2　府県別産業分布

表6，表7，表8の概要を説明することと



したい（各表の作成方法は前稿参照）。

　表6は会社数から見た府県別産業分布であ

る。府県別産業分布は明治31年と明治40年の

間でどのように変化したであろうか。まず会

社数から見て，明治31年と40年の間で増加し

た会社数を，この期間の平均的な会社の増加

率とみなし，これを全国平均とする。次に，

この全国平均を基準にしてそれぞれの産業で

の会社数の増加率を比較する。この間に会社

数が全国平均以上に増加した産業を，増加率

の大きいものから列挙すると次のようにな

表6　府県・業種別会社数（単位：会社数）

る。第1位が商業であり，その他金融が第2

位，倉庫が第3位であった。以下，醸造，貿

易，陸上運輸がこれに続いていた。一方，こ

の期間に会社数が減少した産業もある。取引

所，窯業，石油，そして鉄道が代表的な産業

である。絶対的には会社数は増加したものの，

日本全体の会社数の伸びと比較した場合，相

対的に会社数の増加率が低かった産業には，

銀行，生糸，繊維，海上輸送および保険業が

あった。取引所では，株式会社の規制に反対

した会員等の行為を反映したもので，制度的
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な運営上の問題が原因であった。これに対し

て，銀行，窯業，石油，繊維業では，企業勃

興ブームが一巡した上に，激しい市場競争の

結果，倒産や合併などが進んだためであった。

1880年代後半から開始された企業勃興ブーム

は，銀行，鉄道，紡績業で激しい企業設立を

伴って進んだが，1890年代後半から1900年代

前半の時期，すなわち産業革命期の最終局面

における企業勃興ブームでは，地方への波及

と並んで商業と陸上輸送に代表されるよう

に，それまでの製造業に代って小規模の流通

業の企業が多数生まれてきたのである。これ

に貿易業や倉庫業の増加を考慮に入れれば，

海や陸を問わない流通業の企業勃興ブームで

あったと評価出来よう。また醸造業やその他

金融の会社数の興隆を考慮に入れると，こう

したブームを支えた小規模の金融業と在来産

業の中から近代化の波を乗り越えて酒，味噌

等に代表される醸造業が相対的にウエイトを

高めていったことが理解できよう。

　企業規模の側面を，表7から見ていこう。

上位20社を対象とした表であるから，すべて
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産業別公称資本金上位20社一覧表7
11）

ム土 府 公・≧

亀　　　　　） 大阪 1500000
小　木　　） オ” 1500000

洋　　《） 京 950000
共　（） 北 750000
東山　’株） 京 500000
釧　　　　　（） 北” 500000
実　　　（） 北’ 株 5QO　OOO

、芸（） 京 株 350σ00
（） 秋 株 300000

L　米く ヒ㌧ 300GGO
三　才　） ｛知 240000

東京 京 株 220000
日本　米 200000
’知　　（） 知 株 1500QO

栽　（） 知 100000
東斗己　（ 宮 100000
台’　丹“　殖 台’ 1QO　QGO

洋　　（株） 大 100000
阪殖林（ 大阪 彪

10Q　OOO

念一　　　） 京 100000
”　　　） 木 lGG　OGG

下野本材（） 株 10G　OOO

日　　　　） 兵庫 株 1⑪0000

100σ00辱路精米（

ﾔ心　） 玉GG　GQG

一　精米（株） ヒ’ 100000
一木　（名） ，　　　　、 100000

’　（株） 歌山 株 100000
、　アノ凡 334286

土地　　・発　（12）
ム士 、 公称　　金

松　　（株） 福 ユ800000
必 1000GGG（

（
〉 1000000

大　　河（株） 大 568500
釜　埋　（ 京 株 350000

） ロ歌 300000
（ 一 250000
（） ’ 190000

筑　（ 一 128000
三本木　　（〉 青 株 105675

企　（ 山 株 1000GO
（） 100000

加　　開　（） 北’ 株 70000
土工（） 福 株 60000

旭　場　） 庫 60000
余　開　（株〉 北’道 50000
大　埋　《）
k’

佐 405GO
） 裕’ 30000

三田　港　　（｝ 口 株 21200
⇒　　　（） ＝ 株 20000
南　　　（ ＝ 20000

’（） 株 20000
ノ’ ｯ盟（株） ヒ海 株 2GG⑪G

’　公・本 274082
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明給期の会社および経営者の研究一『日本全国諸会社役員録」（明治40年版）の分析～（鈴本の小早川・和田）

水産　13＞
土 ・県 公称『

．　　） 口 2GOO　GσG

産（） 株 200G　GOO

1　　　　＞ t5GOQ⑪Q
太　　、、（）

、
10QO　QOO

産く》 ご 500000
、　」A

｛ 2δ0000
鯨　） 248000

，
　
齢
h

200000
日、　（〉 大阪 株 200000

∫　　　， 200000
「、亀　（ 千 1SOO◎0

12G　OOG

松　　　（ 川 1QOO⑪G

粥　　鯨 口 玲0000
joO　OOO

臼　． 東 玉00000
い　‘ ユ00000

臼　　鯨　〉 一 1QO　OOO

剰　　洋． 9G　OGG
ヒ噌 ｛ 株 8500⑪

、．公・ 457150

鉱　　14
会 導 公・

”　　鉱汽船（） 27000000
狩石’（） 京 75000◎0

田邉 大阪 名 6QOO　OOO
加納鉱　　） 5000000

河　　会祉 東京 その 50◎00⑪0
儲’砿（ 京 株 2000000

三　鉱　（ 東、 2qQG　GQQ
） 2騒OO　OQG

竃ド・（ 京 1盈00000
坂　（） と 1000000
牛　　　　） 児 1000000
日　　・ 京 1000000

ぐ石　　　） 10000GO
砿ご株〉 京 玉000000

・鉱　） 東京 80000G
入　　野’（） 750000

・　） 京 7◎GGGG
王　　砿　、

、
60000G

イ ’知 500000
八　金山△士 の 500000

洋採・ 大 株 500000
硫　（）

、
5GO　GOG

ダ　， 500000
1　’（）

鎗 500QQO
犀炭砿

撃 500000
田鉱山（〉 東京 500QOO

β　金鉱会it 京 その 500000
・均公・と　金 2590741
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石　　（15）

ム　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　、 公・　金
イントルナショナルオイルコムパニー 神　川 10000000

日　石　　　） 新潟 5000000
宝　石　　） o、

4000000
共・ 3000000

帝　石 潟 2350000
無尽　石油△土 ， の 1500000
日　石 新、 1000000

石油（株）
雲
， 株 1000000

信　石 1000000
巴石　　　） 京 1000000

1　　） 京 1000000
士石1（株） 600000

石 6晒
500000

宝石
皐
、 400000

石　（
婁
“ 350000

石　（ 300000

石　（） 景 300000
九’1 一 300000
ライジイングサン石 門 250000

■
9

200000

・均公・　金 1702500

21

ム土 、 公称と　金
日　　　（ 京 10000000
士瓦　紡　（ 8000000

）
尖 5803400

） 貧 4800000
三 三 3857950
日 山 3500000

糸　　　） 3400000
大　　　　） 2500000

大　A百 大阪 2400000
日　　　（ 大 2000000
日 東京 2000000
日 京 2000000

（） 京 2000000
京 2000000

東洋モスリン 京 2000000
洋 2000000

京　　ネル（） 株 1600000
、糸 知 1500000

大　　　（） 大阪 1500000
紡 1500000

方　（） 大阪 1500000
’　公ソ・ 3136255
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明治期の会社および経営者の研究一『日本全国諸会社役員録』（明治40年版）の分析一（鈴木・小早川・和田）

生糸（22）

△土 、 公・・　金
糸 一 400000

日　　糸（ ｝ 350000
糸　旋（ ’知 300000

白石　糸 宮 300000
高　　糸（株） 三 200000
両刃’　糸 口」ラ 200000

記 180000
＝口　糸 ・知 正50000

下　‘糸株 株 150000
1　糸 一 123500

1糸（
κ

株 120000
糸　） 100000

’！’ ?i 宮 100000

松　　糸株 宮 100000
巴∠　糸（） 熊 100000

！’ ｻ糸（ 玉 株 100000
玉　糸 埼玉 株 100000

糸 三 100000

嘉堂 山口 100000

’江　糸 株 100000
’　糸　） 石q 100000
信　糸（ 株 100000

・田　全　） 島 100000

平均公称　　金 159717

品23）

会土名 府県 公・　金
大日 京 12000000
大日　　’ 京 5600000

洋　　　） 台’ 株 5000000
ム’@　　） ム噛 株 5000000
大　　　（） 台 5000000
塩　　　　（株） 台湾 5000000
日治　　（） ム噛 5000000
日　　一　　（ 京 株 3000000

日　豆”（ 京 3000000
（） 山 3000000

大日　　産　） 景 3000000
（　大里 福 3000000
顧　　’　） 神　川 2500000

） 神　川 株 2000000
大日本　　（） 東京 2000000

浜　　（株） 神　川 株 1500000
屋　　　） ’知 1000000

日　1　株 神　川 1000000
1油（ 大阪 1000000

日　1　（） 京 1000000
州　　　　） 京 1000000
治　　（株） 東京 株 1000000

平ノ公称卍　金 3254545
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1（24）

ム土 、 公、　金
宅（ 大阪 500000

江　　　　’式△土 330000

油（） 川 300000

石 大阪 300000

神ノ”G 京 240000
若　（ 220000

小　　） 知 200000
ノ’ i） 大 200000

日　摂　（） 兵庫 株 200000

西宮「辻（ 200000
（ 150000

西　　’ 150000

田　油株） 川 125000

’知 100000

上 、 100000

太　’　止と） 神奈川 100000
酒（株） 大阪 100000

（ 100000

　　　、 庫 100000

専田亀’（） 京 80000

（）仙＃味ロ醸挫 東京 80000
、　　　　　　　　　　1　　　　　1 80000

’均公称 179773

（25）

△土 、 公称　　金
子　’ 東京 1500000

大　　　　） 大阪 1000000
’　瓦（） 京 1000000

州　瓦（ 京 1000000

品ll白　瓦（） 東京 株 1000000
広　　火　瓦（株） 京 株 1000000

大阪　田石子　’（ 大阪 800000

’　セメント（ 一 800000

日　而火　瓦（ 景 750000
ヒ’道セメント 北” 720000

大阪　　川セメント　） 大 700000

日　セメント 京 株 650000

小　　セメント　’（株） 口 600000

知セメント（） ’知 500000

三　セメント　） ＝ 500000

北　瓦 京 500000

亜セメント　） 庫 株 500000

央セメント（） 大阪 375000

佐　セメント 300000

日　　瓦 大阪 300000

大阪セメント（） 大阪 300000

日　・瓦　’（） 一 300000

洋　子　　） 寮 300000

九州セメント（株 一 300000

平均公称資本金 653958
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明治期の会社および経営者の研究tf・一「ロ本全国諸会社役餓録』（明治40年版）の分析一（鈴木・小早川・和田）

ヒ愚（26

△土 、
’ 公称　　金

富士　紙（株） 京 株 10000000
王子1紙（ 京 6000000
大阪硫　（株） 大阪 3000000
帝　巴料（） 京 3000000
日　べいんと（株 京 i500000
東京　’肥’（） 東京 1500000
日本1銅硫酸肥’（株） 1000000
岡山　紙（） 1000000
浜肥’1吐　） 神　Il 1000000

大阪アルカリ（株） 大阪 1000000
千　　　（株） 一 1000000
北”人批肥斗（株） 北” 1000000
九州1　（株） 株 820000
四日市　紙（株） 窒 750000
硫酸肥斗（ 大阪 600000
日　カーバイド（株） 東京 600000
中　　紙（） 株 500000

三　　’肥斗株 三 株 500000
念巴馳’（） 口 500000
婁，硫酸　）

，嘘い
500000

東京　紙（） 東京 500000

関東酸　（） 京 株 500000
日巴料（株） 京 株 50Q　OOO

レザー（株 京 500000
（）＝　　紙所 500000

平・公称　本金 1530800

「鉄（27

△社 、

’ 公・・　金
明治暉・ （） 大阪 3000000

1浩（） 神奈川浜 株 1200000
日本 （ 京 株 1000000
日本　鉄（株） 京 株 1000000
日　　　（株〉 京 1000000
（資米子1 b

110000
日 1噛 i〉 大阪 株 100000

言　（） 京 100000
、　銅（） 占 70000
予　鉱（ 女 50000

日本アルミニム（株） 大阪 50000
、　　G） 京 28750
白鉄　（） 根 と 22000

（）東京　言　1’月 京 と 20000
G）尼　産　月 遙 20000
（）二　　　鉄 秋田 10400
’均公・・辱　金 486322
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28＞

ムiヒ 、 公・・

（株硅　’合 兵 10000000
日　車　　’　） ’知 3000000
浜、（ 、川 3000000

船　（） 京 1900000
、　（） 北『’ 株 1800000

、気株） 京 株 1600000
式　　　） 大阪 1000000

京　　　’（株） 1000000
（　芝専 京 1000000
車　’　） 大阪 749400

大　　気　銅（） 大阪 600000
一『ﾎ川　’　、 京 510000

日　形　（ 500000
日　　気　） 東．、 500000

鉄工　　） 京 500000
大阪　球（ 大阪 300000
紡　用品株） 大阪 250000
シーメンスシュツルケルト　気（ 京 250000
（）髄貝鉄工 京 250000

船　　） 広 200000

）刃”船 ＝ 200000
動　　’（ 大 200000

東　　　　　　’ 東京 200000
（）’沼　ム 京 名 200000
L　工 ヒ” 200000
’均公称　本金 1196376

工　（29

△土 、 公・
日　　　コークス（） 2000000
日　1　（） 大 1000000

） 占 1000000
（） 景 10000QG

（　　組 京 1000000
日　　寸　’ 1000000
日本　寸（） 京 600000
日　八　　（） 、

500000
田　事　） 東京 500000

日　　寸　木　） 北” 500000
庫 400000

＝’ i 大 300000
日　金唖抵（） 大阪 300000
日　’ヒ（） 京 株 300000
日 京 株 300000

1氷（） 京 300000
京　皮　） 一』 300000

日本，、、猟株） 北噛道 株 300000
日本アスベスト（） 大阪 株 250000

京　工　（） 京 200000
日　増塙（） 京 株 200000
日　石オ（株） 京 200000
東京製氷（株） 京 株 200000

＃　（） 東京 株 200000

平均公・・本金 535417
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明治期の会社および経営者の研究一「日本全国諸会社役員録』（明治40年版）の分析一（鈴木・小早川・和田）

上　’（3D

△土 、 公称完

日　　合　〉 京 22000000
大阪　　、（） 大阪 16500000

”　合（） 京 6500000
1　　　　　、 1 1500000

”　合（ 京 株 1500000
京’噛船（株） 東京 800000
汽臥 潟 500000
噛船　　） 東京 500000

可　　共同汽船（） 僅島 500000
神戸桟　（株） 兵庫 株 500000
（）辰　商会 兵庫 500000
日本　船株 京 469000

合確 大阪 465000
肥〃汽船（ 熊 300000
太湖汽船（ 滋 株 300000

a（〉 300000
知　占　（ ’知 200000
阪神　　占（） 大阪 200000
大阪巡　（） 大 200000
共貢　船（ 大阪 200000

田川汽船（株 京 株 200000
大川噺　（株） 福岡 株 200000
神戸　運株） 200000

’船（株） 北” 株 200000
’均公称　本 2280583

（株）利尻回漕店

（公称資本金は誤りと思われるため、除いた）
北海道 50，000，000

上　剛（32）

△土 、
’ 公 、

内　”　（） 京 株 1250000
広覧（） 400000

’　（） 200000
帝　　帽（ 200000
上組　　） 200000
日　’　（ 125000
一一 O’　， 京 100000
，　’　（） 口 100000

士　　） 100000
（　　　組 大阪 100000
日　亀　　　） 大 株 100000
玉川自動’　（） 東京 株 100000
明治”（） 東京 100000

’川人車鉄’（ ） 栃木 100000
一　　　　　　　　　　　　　　　　　、

一洪（） 100000
日　”（） 福 株 100000
日州，　（） ｛ 60000

進土 株 60000
1’ i

1” 60000
且”　　） 50000

、　　　　、

，　　（
噛

50000
’（ 50000

五二石lB　　　） 石川 50000
、　　　　、　　　　　、

大阪 50000
信　’　，（） 長野 50000
田鉗’　） 東京 50000

（　田　・ 京 50000
川　’（） 50000

中越’　1 耗 50000
西宮　’（株） 50000
平均公・確　金 136833
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（33

△土 、 公称　本金

宅 神　川 3800000
） 京 3000000

日 ） 東京 株 2000000
（株） 神　川 1100000

東’ （） ’知 株 1000000
金　（ 北海’ 520000

大 （株） 大阪 500000
一』@　（） 東京 500000

庫　） 東京 株 500000

京　　庫（） 占 400000
（株） 兵 300000

自由　庫（） 250000

九州 （ 一 250000

日 ’　　1（） 240000

屋　　（〉 ’知 200000

広 広島 200000

一町 （） 165000

浜松委 （ 160000
金’ （ 石ll 150000

L　　　（ ヒ’道 110000

W均公荊本金 767250

（41）

△土 ・県
’ 公称蓬　金

自塩　　（） 東京 株 1000000
’（株） 600000

亀定　） ’知 名 500000

日　　　殖産（） 知 500000

小　　） 京 500000

（） 川 株 500000

（）田　　店 神奈川 名 ・500000

豆　気（株 株 500000

田（） 東京 名 500000

G）　阪　　組 東京 500000

（株＝　口服 京 500000

日　米　（ 500000

辺（） 北『’ 500000

江 大阪 400000

（） 埼玉 株 350000

八　c ’知 300000

垣（） 京 300000

池田 京 300000

（）　　店 神　川 名 300000
秦野　産（株） 神　川 300000
レーンクロフォードエンドコンパニーリミツテツト（） 神　川 株 300000

）　田　㌍ 大阪 300000

士九（名 大阪 300000

一　別（） 東京 株 300000

（　　定　ご　共同販　一 東京 300000

京　鉄（） 京 3QO　OOO

塚　（） 東京 300000

小　名） 東京 名 300000

（）デラカンプウンドコンパニー 庫 名 300000

丸　A　（ 北『’ 300000

w均公網　金 411667
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明治期の会社および経営者の研究一『H本全国諸会社役員録』｛明治40年版）の分析一（鈴木・小早川’和田）

（42）

△止 、 公・　金
内外　（株） 大 25GO　GGG

日本　花（） 大 2GOG　OOG

浜生糸（） 川 1000000
（） 10GO　GOO

（　大　組 寮 1000000
一　　産 1000000
セールフレーザー〈） 神　q 株 800000
（株）東亜公司

、 株 800000
シイベル　オルフ　〉 神　川 700000

店 500000
（） 、

410000
〈　　田　店 神　川 33Q　OOO

大阪　　（株 大阪 300000

（）エムラスペ　ンド瞭ンパニー 300GOO
コルンスヱンドコンパニー　） 神　測 280000

浜 神奈β 250000
（　日 神　川 250000
（名 250000
（　）エカメロンエンドコンパニーリミツテツド 250000
（　テーラクーパ　ム 庫 株 250000
治　　　（） 200000

’外　　（株） 潟 200000
日本茶（株〉 神　川 20000Q
浜　　　〉 川 200QOQ

賞　（ 川 200000
大　　　（ 大阪 20000Q
日 庫 2QO　OOQ

・均公・本金 5？6667

取1－（43＞

会土 、 公、
（　東京　式 京 4000000
（〉大　　式　　1 大阪 株 2000000
（）大阪三品　　1 大 1000000

、

京 1000000
（株）戸魚　　　　市 庫 1000000
株）浜　式米　　　1 神奈川 株 6000ひ0

）大阪　　　　　1 大 500000
）　戸米　　式 500000
）京　品　　1 東京 450000

日本　　　　（ 京 350000
）　　　’　　　一 知 300000
）　戸　品　　｝ 300000

（　　浜蚕“、外四品 奈）1 225QOO
（　　　　　式　　1 知 200000
（ 京 200000
〈　和歌山℃株取 和 165GOO

〈）　米 形 12G　OGG

（　広　米　　1 広 110GGO
（〉　田噛　取1 山形 110GOO
（）三　米　　1 一 101250
’〆公称　本 661563
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銀か51）

会土 、 公称託　金
日　銀㌍ 京 その 30000000
浜正　銀た 川 その 24000000

五銀炉 京 18000000
日　　　銀肥 京 17500000

（〉北’銀か 大阪 10000000
）日　　　銀行 京 10GOO　OOO

（　　一銀㌍ 東京 10000000

）　　業銀行 京 株 8000000
）ム　銀行 台1 5000000

（）＝十四銀か 大阪 5000000
（　＝　銀㌍ 京 5000000
（　　’　拓殖銀行 北” 5000000
（）亀’銀㌍ 大阪 4000000
（）日治　　銀た 京 3800000

明治銀か 知 3000000
（　、　工銀か 京 3000000

）　潟銀㌍ 3000000
），池銀行 大阪 3000000

（）　八銀㌍ 3000000
）　’銀㌍ 京 3000000
）　＝銀肥 京 2400000
六　九銀行 潔 2100000

’7公称　　金 8081818

52）

△土 ・県 公・　金
京火∫く’上’送　険（ 京 10000000

共同火災　上’送（） 東京 10000000
横浜火災海上運’信用保険（株） 神奈川 株 5000000
日　’上　’火災保　　　） 大阪 3000000
日　火災　　（ 大 3000000
京　上　　　） 京 3000000

帝　噺上”火5《　　　） 東京 3000000
浜生　　　　） 神　川 1000000

大阪火1‘’上”　　険（） 大阪 1000000
日宗火∫《　（） 京 1000000
日　生命　険（株 東京 株 1000000

生命　険 東京 1000000
日治火∫く　（） 東京 株 1000000

屋　品火∫く保　　　） 東京 株 680000
宗信君生　保　（ ゐ 株 500000

万　生　　　（） 東京 500000
内　生　　　（株） 京 株 500000
千ざ田生　保険　互会土 京 その也 360000
六条生　保　株 京 株 300000
日　　　生　保険（） 大阪 300000
日本生命　険（株 大阪 株 300000
大同生命　　（株 大阪 株 300000
日　旅　火∫‘　　（） 東京 株 300000
日宗生　保　（ 東京 株 300000
詫兵保　（） 東京 株 300000
内　火∫《保険（株） 東京 株 300000
大和火災　　（株） 東京 株 300000
’　生命　　　） 京 株 300000
共こ生命保　（株） 東京 株 300000
有　生　　　（） 東京 株 300000
北陸生　保険（） 山 株 300000
九州生　　険（） 福岡 300000
平均公称確本金 1554375
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明治期の会杜および経営者の研究一『rj本全国譜会社役疑録』（明治40年版）の分析一（鈴木・小早川・和田）

の　の　　　53
会 府 公称

京一　　） 京 1500000
、 ioOO　OOO

戸一　（株 100Q（｝QO

大阪言託（） 大阪 5000⑪0
’、’ S’（ 2400◎0

（ 山手 200000
β　　　　） 大 20⑪GGG
日　一用　証　〉 、

200000
式（

、 20◎000

大信託（） 京 150000
福　替託（ 〔 150000

） 長 120ひ00
ゴ　　　（株） 兵庫 12◎◎00

大　（名） 11000G
山　託　） 100000

〉 彰 100000

大　く1 出 100000
辺 古 10Q　Ooo

田　金（） 広
、 100000

実　（ 川 100000
可仁　　（〉 秋 羅 1000GO
共　貯金（） ｛ 100000

（株） 京 10000⑪
東　（

ノ
1GO　GOO

品信託（ 100000

殿　　　） 工00000

（　　神 ユoo　ooo

） 北” 100GOO

’均公・覧本金 2532王4

エ　ルギー（61

会杜 ・県 公・
東京　　（ 京 18000000

治川　気（株 京 1250G　GGG

、力 京 6000000
名古屋　　（） 知 株 5000000
大阪　　（株） 大 殊 48GG　QO◎

京　　　（） 京 1600000
根　力　気　）

、
120000Q

神戸　　　） 120⑪000
釦歌　　力　気　） 和 株 1G5（｝GGQ

屋　　　） 知 100000Q
北　　　　　（ 100000G

水 掘’ 1000000
浜共同　　（〉 ｝

1 株 9000GG
形　気（） 山形 500000

カ（株〉 400000
高　水力　　　） 群馬 350000
金’　　株） 石川 株 35000Q
広　水力　気（） 広 株 325000
北　　気株） 耳海’ 32000⑪

予水力　気（〉 ’女 株 300000
気　） 300000

広’水力　気（〉 株 300000
静岡鉄　（株） 300000
日　鮎　（株） 東京 300000
’均公・・肛本 2458125
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ガス62
ムi七 県 業， 公、老

瓦　　〉 京 17000000
大阪瓦　（） 大阪 4000000

瓦　（） 知 株 2000000
神戸瓦　（） 兵 7QQ　OQO

日　天，、瓦　　）
ド

3GG　GQO

z　瓦 η・ 250000
） 一 250DOO

・G） 山 50000
瓦　（ 千 120GG
瓦　　） 栃 株 10000
公称　本金 2457200

L63
瓜土 府県 業、 公．、

亀州鉄’（）
ノ

200000000
九州鉄’（） 碍 62000QOO

、鉄’（） 京 270000QO
西鉄噛　） 三 241818QQ
’鉄’（株 大 730◎000

、阪　気鉄’（） 大阪 70GO　OOO
北職　鉄’（株） 京 株 634000G

』『 S’ 京 株 6000000
京盛　窟鉄’　） 神　川 5100000

鉄’株 岡山 株 50GO　OOO
京　　’ 京 45GO　OOO
阪　鉄　　） 4000000
1　鉄’（〉 新潟 37000σ0

浜鉄’　） 神奈川 3500000
阪神　気　’　） 株 3QOO　OOO
東武鉄　㈱） 東京 a650000

国鉄’（株〉 千 株 2425000
、　　　　　　　　　　、

一 207500Q
”鉄’ 千 1905QOO

参宮鉄’（） ＝ 190Q　OOQ

均公・本 18978840

’（64

△土 、 公称　本金
浜　　（） 神、川 100000

千1〔水「（ 京 株 4G　OOO

水　　〉 神　川 1500G
蛤水（ 北『着 工0000

・．公称『 41250
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明治期の会社および経営者の研究一『日本全国諸会社役員録』（明治40年版〉の分析一（鈴木・小早川・和田）

刷出　（71）

会社 、県 公称　　金
内外　刷（） 京 1000000
東洋　刷（） 東京 株 500000

金　堂　　　） 東京 株 500000

（　　’社 東京 株 300000
日治図　（株） 京 300000

（）　社 東京 300000

（）進社 京 300000

光寸（） 京 300000
五車　（株） 京 株 25G　GGG

（　大阪　日　　iヒ 大阪 225000

日　　　通信土 東京 200000

亜　刷（） 東 株 200000

凸　　　u 京 200000

京　刷株） 東京 150000

三　　刷（株） 京 株 150000

日　　標　刷（） 庫 150000

寸　A名大阪　日　聞土 大阪 135000

アルモ　刷（ 大阪 110000
（株）“ 京 株 100000

浜松　　　） 100000

（》ム『日新信　土 台亀 1◎GqOG
（株）隆文 東京 100000
大日本図　（株） 東京 株 100000

帝　E刷（株） 東京 100000

（）日　止 東京 資 100000
（資）吉川弘文 東京 100000
（名）時事　　社 東京 名 100000

日　　書（） 山 100000

’均公称冒　金 223929

不動産　　（72

ム土 、 態 公嫡
東京建物（株）

、
5000000

明　土地建物　） ’知 1000000
本（名） 兵 1000000

泉尾土地（株） 大 株 711GGG
中立　　（株） 大阪 500000

）帝　五二 、
株 500000

α）沢　組 大 300000
地　（株） 佐 株 280000

久米（） 東京 名 250000
日　興　（株） 京 200000
（名　多井組 京

京　（） 京

200000
P50000

士地建物（株） 京 150000

野（） 兵庫 150000
品川（名〉 兵 150000

地雇（資） 京 135000

屋建　G） ’知 資 100000
北　土木（株） 石川 100000

玉　6） 長・
と 100000

（資）士田組 東京 資 100000
ブリンドレイアンドコムパニー（資） 東京 100000
（）由∠、会 東京 資 100000
宇　宮起　（株） 栃 株 100000
三池土木（株） 福岡 株 100000

（）丸山土木組 兵庫 100000

平均公称託本金 463040
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の　のサービス（73）

△i上名 ・県 公・『　金
日　’蔵（ 大阪 2500000
日　　　　） 京 1000000
大　殖民（） 京 1000000

’河（ 800000
鉱　株） 大阪 600000

）帝　ホテル 京 600000
晩　　民（閣） 500000
大日　　　　　（） 東京 500000
（資）福島　会 東京 500000
員治殖民’） 京 500000
ll’河（株） 千 株 400000
京　　（ 東京 360000

日　，，匹　　　） 京 300000
日　　　木オ　） 京 300000
神戸　　（） 庫 300000

京　民（9 神　川 250000
）　口　花 大阪 210000

帝　　工（株） ’知 200000
日　　石 京 200000
日本　水　（株） 東京 株 200000
（株）　’芸 東京 株 200000
’均公称と　金 543810

表8　産業別会社数上位5府県（単位　会社数）

1
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明治期の会社および経営者の研究一『日本全国諸会社役員録』（明治40年版）の分析一（鈴木・小早川・和田）

27

、
△　　隔

l京 6

大 3

1

、
1

田 1

神 川 1

取 1

1

1

28

、 △土9
31

大 17

8

5

4

42
、 △

神奈川 50

35

23

大 20
5

52
・県 △…上

京 31

大 7

、
5

神　川 2

知 1

広 1

山’ 1

」，、

1

1

一 1

一 1

北　’ 1

53

会土
30一

Q9一

Q
4
［
2
2

ガス62
、 △…上

知 1

、

1

神　川 1

千 1

大 1

、
1

1

1

一 1

兵 1

一ビス73
会社

　　　61
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の企業を対象としたものとは自ずから異なる

が，およその姿は窺えよう。まず最初に，相

対的に会社数が増加した産業からみると，次

のようになる。会社数が少なく，業態も若干

異なる水道業を除くと，陸上運輸業が平均公

称資本金額で最小の業種であった。同様に，

醸造，その他金融そして商業ともすべて公称

資本金から見ると小規模の企業からなってい

た。この意味での小規模の会社からなる産業

が，当該時期，会社数から見て大きな伸びを

見せたのである。先に見た，地方の伸びとあ

わせれば，地方の，小規模の流通業の興隆と

評価できよう。

3　支店数の変化

　表9「支店数別会社数」と表10「7つ以上

支店を有している会社」から，全国レベルで

の企業別にみた支店数の存在状況と地域的な

活動の範囲を見ることとしたい。先に，公称

資本金レベルから，当該時期の府県別集中の

様子を記したが，これは本社が置かれている

府県別の明治31年から明治40年にかけての変

容を見たものであった。従って，東京集中と

いう事実は，あくまでもそれぞれの会社の営

業範囲を正確にとらえたものではない。そこ

で，地域的な営業活動の範囲とその拡大とい

う視点から，明治31年と同40年の間，どのよ

うな変化が業種別，企業別また地域別から見

て生じたのかを記すこととしたい。

　まず7つ以上の支店を有している企業数の

増加を見ると，明治31年では38社あったもの

が，明治40年の時点では98社に増加した。支

店数から見た営業活動の地域的な拡大は，少

なくとも企業数から見た場合，着実に生じて

いたと言えよう。しかも明治31年では，38社

中25社が銀行であるという状態であった。文

字通り支店数の多い企業は銀行業であったと

言っても過言ではなかった。これに輸送業と

貿易業が続いていたのである。これに対して

明治40年でも，98社中57が銀行であった。明
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治31年の66％から明治40年では58％へと相対

的にはウエイトを下げたものの，圧倒的に第

1位の業種であった。保険業がこれに続いた。

7つ以上の支店を有している保険企業は16社

を数え，7つ以上支店を有している企業全体

の16％を占めるに至った。この他では，明治

31年と同様に貿易業と輸送業が続いたが，繊

維業や出版業，個人経営の醸造業などの企業

も載ることになった。

　しかし，明治31年時点で，最大の支店数を

数えていた内国通運会社では，支店数が著し

い減少を見せた。それだけでなく。第2位で

表9　支店数別会社数

店数
　　35
　　33
　　25
　　24
　　23
　　20
　　19
　　18
　　17
　　16
　　15
　　14
　　13
　　12
　　11
　　10
　　　9

　　　8

云社数合言

会社数

　　2

　　2

　　4

　　6

　　7

　　3

　15
　13
　　9

　14
　13
　27
　62
　114

　144

　347

　806
5548
7，146

備考）「0＊」は創立中の
会社を含む。



明治期の会社および経営者の研究一『日本全国諸会社役員録』（明治40年版）の分析一（鈴木・小早川・和田）

表10　7つ以上支店を有している会社

10

獅
P
0
1
0
1
0
1
0
1
0
1
0
1
0
1
0
1
0
1
0
1
0
9
9
9
9
9
9
9
9
9
8
8
8
8
8
8
8
8
8
8
8
8
8
8
7
7
7
7
7
7
7
7
7
7
7
7
7

、

魍
簸
驚
蕪
難
畿
繋
簿
棘
朧
翻
酪
臨
驚
難
難
難
綱
撒
篶
難

土
ム

創
恰
一
丸
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
㈱
払
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
照
㈱
　
　
㈱
　
　
　
　
　
　
　
難
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
鞍
3
5
3
3
2
5
2
5
2
4
2
3
2
0
1
9
1
9
1
8
1
7
1
7
1
6
1
6
1
5
1
5
1
5
1
5
1
4
1
4
1
4
1
4
1
4
1
4
1
3
1
3
1
3
1
3
1
3
1
3
1
3
1
2
1
2
1
2
1
1
1
1
1
1
U
1
1
U
1
1
1
1
1
1
1
1
U
1
1
”
1
1
1
1

、

難
棘
欄
難
難
護
響
欝
鯨
棘
難
欝
無
難
肇
墾
韓
諏
難
棘
羅

土
会

　　

@　

@　

@　

@　
ﾐ
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
㈱
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
聞
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
険
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
新
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
行
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
保
欝
響
鞭
灘
蕪
麟
醐
噺
關
驚
欝
難
勲
難
掴
馨
㈱
讐
竃
躰
鶴
㈱
肱
閣
㈱
㈲
㈱
㈱
㈱
踪
踪
㈱
㈲
㈱
㈱
㈱
㈱
縫
㈱
㈱
㈱
躰
㈱
㈱
㈱
蕎
㈱
㈱
㈱
㈲
㈱
㈱
雛
鯨

あった大倉組では30支店から19支店に減少

し，三井銀行も19支店から15支店へと減少し

た。その一方で，支店数の増加が顕著に見ら

れた企業も見いだせる。代表的な企業は次の

通りである。第一銀行（12支店→25支店），

安田銀行（8支店→20支店），住友銀行（8

支店→16支店〉，三菱合資（16支店→23支店〉

に代表される大都市の銀行である。これに日

本生命を除く保険企業が支店数を増加させ

た。前者の銀行業では，三井銀行と第一，安

田，住友，三菱合資・銀行部との間には正反

対の動きがあったことが判明する。これは，

当時，三井銀行では，1882年に日本銀行が創

立され，それまでの営業活動の中心でもあっ

た国庫金取扱業務が減少することになったた

め，換金取扱に関連した支店，出張所の再編

成された結果であった。こうした三井銀行の

「保守主義」に基づく店舗の整理は，時代の

動きに逆行したものであることがすぐに明ら

かになった。と言うのも，ことに安田，住友
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銀行は東京市内での営業所の拡大を積極的に

進めていたからであった（｝7）。時期は少し下

るが，大正13年当時，三井銀行の東京市の支

店数が2であるのに対して，安田銀行は17，

住友銀行は14という格差が生じたのであっ

た。

　いずれにしろ，支店網の変容は，単に当該

期の営業活動の地域的な拡大を示しているだ

けでなく，企業の戦略的対応をも反映したも

のであった。この点から，支店網の拡大と地

域的活動の変化という側面から，今後の研究

が行われる必要がある。

4　兼任役員の職業と資産

　表11－1は，「役員」就任回数6回以上の人

物250人（商業会議所，興信所，各種取引所

等を含み，同じ会社に複数回出現した場合の

重複を削除したもの）を取り上げ，それぞれ

の職業（前職を含む）や地位・身分および所

得税・営業税等について調査したものであ

る。明治40年（1月）時における就任会社な

いし機関・役職名についても2～3ずつ挙げ

ておいた。所得税・営業税については，『日

本全国商工人名録』と『日本紳士録』両資料

の数値を記載しておいた。前者の資料は，39

ないし40年度の税額を（くわしくは注を参

照），後者の資料は40年度のそれをとりあげ

ている。なお，ここで「府県」とは，各人物

が居住する（『役員録』記載の住所）府県で

ある。2府県に居住するものもある。

　まず，6回以上の人物の府県別分布を見て

みると，東京58人（23％）を筆頭に，以下，

大阪・愛知各21人，神奈川・静岡各16人，新

潟15人，栃木11人，長野8人，山形・富山各

7人，兵庫・三重各6人，京都5人，滋賀・

和歌山・島根・広島各4人，北海道・宮城・

岐阜・岡山・香川・長崎・福岡各3人，群

馬・佐賀各2人，青森・福井・埼玉・愛媛・

高知・徳島・鹿児島各1人，となっている。

31年と比較すると，同年における6回以上の
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人物数は275人であったから，全体として25

人の減少であるが，とくに目を引くのが大

阪・京都および兵庫3府県の減少であろう。

大阪は筆頭で64人，兵庫は16人であったのが，

それぞれ3分の1に減少し，また，京都は27

人であったのが，5分の1に減少している。

もちろん，ここでの数値はあくまでも6回以

上出現者のそれである。たとえば5回以上の

数値をとれば，上記とはまったく異なった結

果が出る可能性もある。しかも，役員就任回

数6回と5回とのあいだに重要な意味の違い

を想定することもできない。

　そこでいま，大阪について，その減少要因

をデーターベースによって確認しておくこと

としよう。表11－2は，明治31年時における大

阪の6回以上出現者64人について，かれらが，

40年時においてデーターベースに何回出現す

るか，あるいは出現しないかを検索した結果

である（40年時，6回以上出現者については

表11－1と重複する。）これによれば，64人中，

両年時6回以上出現者が18人，40年時6回未

満のものが30人，40年時非出現者が16人とな

っている。40年時6回未満であったために表

11－1に現われなかった人物が30人にのぼって

いたのである。ただし，両年次を比較した場

合の出現回数の著しい減少には注目しておく

べきであろう。たとえば，30人中，その出現

回数を5回以上減少させた人物は20人にのぼ

っている。松本重太郎がその代表であり，28

回から2回（毛斯編紡績社長および合資会社

山中商店相談役）に減少させた。周知のよう

に松本は，37年，その活動の拠点であった百

三十銀行が破綻して同行頭取を辞任したのち

経済界を引退したためである。また，40年時

6回以上出現者でも，5回以上減少させてい

る人物が少なくない（5人）。田中市兵衛は

13回の著減である。田中が拠点とした四十二

銀行が経営不振のため，34年に解散したこと

が影響しているのであろう。このように人物

が姿を消したり，回数を著減させた理由につ
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いては，それぞれの人物についてのよりくわ

しい調査にまたなくてはならない。

　人物の職業や地位・身分等について観察し

てみると，まず「家業（地主を含む）」をも

つ人物は，判明のかぎりでは，175人で70％

近く（68．9％）になる。それらの家業も，在

来産業部門の商工業や地主が圧倒的である。

明治31年時と同様，この40年という明治末葉

にいたっても，かれらが兼任役員として中心

的な存在であったのである。

　「家業」をもたない人物については，次の

ような分類が可能である。（1）過去におけ

る商業取引（株式，その他，投機取引を含め）

により蓄財し，それをもとに複数の会社の大

株主となり，役員を兼任するが，40年時点で

は家業をもたない人物たち。小野金六（12回），

原六郎（10回），弘世助三郎（7回），福沢桃

介（6回）等。（2）官僚ないしそれに準ず

る地位から民間企業に「天下り」した人物た

ち。渋沢栄一（31回），伊藤幹一（11回），植

村澄三郎（8回），土居通夫（7回），松浦精

一（6回），郷誠之助（6回），武井守正（6

回）等。（3）旧藩士出身者で，地方政界の

有力者となるか，地方財界の組織化に参与し，

それらの信用力もあって複数の会社役員に就

任している人物たち。奥田正香（11回），三

谷有信（7回），山本忠秀（7回），池田成章

（6回），香川真一（6回）等。ただし，奥田

正香は武士出身者でありながら，明治に入っ

て以降，しばらくのあいだ，味噌・醤油製造

業に従事した経歴をもつ。（4）専門経営者

としてキャリアを開始した人物たち。馬越恭

平（18回），園田実徳（9回），浅田正文（8

回），荘田平五郎（8回），鈴木梅四郎（8回），

大川平三郎（7回），末延道成（7回），岩下

清周（6回），岡本貞焦（6回）等。（5）そ

の他，華族およびその代理者として，田島信

夫（12回），松方幸次郎（8回）の二人。ま

た，有力な財界人や実業家の血縁者や，血縁

はなくともその分身的な存在として兼任役員
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となっている人物として，名古屋商業会議所

会頭・奥田正香によって引き立てられた上遠

野富之助（10回），益田孝の長男・益田太郎

（8回），大川平三郎の実弟・田中栄八郎（6

回）等があげられる。

　これら兼任役員たちの資産程度，営業規模

はどれほどであったろうか，ここでは主とし

て所得税と営業税によってみておくこととし

よう。まず所得税であるが，この時期の個人

所得税は，株式配当金に対しては非課税とな

っている。したがって，ここに記載した所得

税は，それぞれの人物の総合的な所得を反映

するものでないことに注意する必要がある。

本表において一『紳士録』記載の数値による

一最高の所得税を支払っているのは，前稿に

おけるそれと同様の大倉喜八郎（21回）で

9，440円にのぼっており（30年度の所得税3，

464円），次いで渡辺福三郎（18回）8，039円，

以下，5，000円以上を列挙すれば，中村清蔵

（10回）7，224円，春日井丈右衛門（7回）

6，087円，岸本豊太郎（8回）6，376円，松方

幸次郎（8回），5，587円，安田善次郎（16回）

5，568円，岡谷惣助（6回）5，546円，などと

なっている。営業税をみると一同じく『紳士

録』による一原富太郎（6回）6，608円が図

抜けており，次いで中村清蔵4，112円，以下，

1，000円以上をあげると，滝川弁三（6回）

3，21Q円，中沢彦吉（15回）2，295円，浅野総

一郎（17回）1，747円，岡谷惣助1，746円，小

西安兵衛（7回）1，509円，茂木保平（10回）

1，169円，春日井丈右衛門（7回）1，102円，

若尾幾造（17回）1，028円，大谷嘉兵衛（16

回）1，356円，となっている。

　所得税について，大半の人物の税額がわか

った東京，大阪，神奈川，愛知および新潟に

ついて府県別にその平均を算出してみると次

のとおりである。東京（『紳士蛮剥による）

1，254円（60，192円／48人），大阪（同）685円

（10，970円／16人），神奈川（同）2，322円

（30，192円／13人，『人名録』）では8，536円／8



表11－1　兼任役員の職業および資産程度（6回以上250人）
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出所：

職業、所得税および営業税については、①山崎克巳・吉沢雅次整田惣三郎・成瀬麟編『H本全国商工人
名録　上・下』（明治40、41年、商工社）および②交絢社編・刊『日本紳士録　第12版』（明治41年〉によ

る。ただし，職業・身分等については、成瀬麟・土屋周太郎編『大日本人物誌』（大正2年、八紘社〉お
よび古林亀治郎編『現代人名辞典　再版』（大正元年、中央通信社）の各復刻本『明治人名辞典皿』上・

下（1994年、日本図書センター）および『明治人名辞典』上・下（1987年、日本図書センター）その他、
伝記、社史類をも参照した。①の資料においては、東京・京都・大阪・神奈川・兵庫・奈良・三重・静岡・

滋賀・岐阜・和歌山については明治39年慶の税額が、その他の地域については、おおむね40年度の税額
が掲載されている。②の資料の掲載範囲は、東京・大阪・京都・横浜・神戸・名古屋ならびに以上の各
地の付近に居住するものに限られ、40年度の税額が記載されている。また表中の「全国多額納税者　納
税額」は②の資料の巻末掲載のもので、明治37、39、40年のいずれかの年度の税額である。
注；

（1）役員就任回数の＊印は、その回数に商業会議所の議員・役員を含むことを意味する。

（2）31年の役員就任回数の欄の×印は、その人物が同年には1回もデータに出現しない、っまり「役
員」に就任していないことを意味する。ただし、13回の牧口義矩について、「×儀方8回）」とあるの
は、31年時に義矩はデータベースに存在しないが、その父親の義方が8回出現していることを意味する。
7回の九鬼総太郎についても同様である。

（3）『日本全国商工人名録』は、ある人物の事業が複数の業種に及ぶとき、それぞれ別個に課税された
営業税が記されている場合がある。本表では、同一人物であることが明らかな場合は、それら営業税を

合算した額を記した。例えば、愛知県の岡谷惣助の営業税666円は、銅鉄商398円、洋鉄鋼商223円および
仏壇塗物商45円を合算した数値である。
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人＝1，067円），愛知（同）1，633円（22，864

円／14人，）『人名録』）では5，698円／10人＝

569円），新潟（『人名録』による）415円

（3，741円／9人）となる。また，営業税につ

いて同じく平均を求めてみると，神奈川
（『人名録』）341円（2，729円／8人，『紳士録』

では11，908円／9人＝1，323円），愛知261円

（2，879円／ll人），新潟48円（486円／10人）

となる。東京の30年度における所得税（総合

課税）の平均は650円（27，299円／42円）で

あったから（前稿参照），上記39年度の所得

税（株式配当金に対しては非課税）は，その

2倍弱に増加している。

5　多頻度役員の特徴

　表12「出現頻度8回以上の役員の府県別就

任状況」，表13「出現頻度10回以上の役員の

就任会社公称資本金合計と業種分布」につい

て若干説明を加えておきたい。

　作成方法と内容は前回行った明治31年と同

様であるので，ここでは繰り返さない。ここ

では明治31年と40年との若干の比較を行いた

い。先に記したように，明治31年と40年の本

格的な比較とその含意については，別稿で詳

しく論じる予定であるので，今回は，作成し

た表に即して簡単に触れるに留めると同時

に，比較の視角を，登場する人物，関与した

業種，地域的な広がりを示す府県の広がりに

限定することとしたい。

　まず人物では，明治31年時点で兼任回数が

28と，渋沢栄一の31回に次いで大きな兼任回

数を誇っていた松本重太郎が消える等，大き

な変化が見られた。一見して明らかなことは，

明治31年で大きなウエイトを占めていた大阪

を中心とした関西に拠点をおいた人物達の多

くが明治40年の表では消え去っていることで

ある。先に記した，大阪の活動の相対的低下

を反映したものであろう。

　大阪，京都，奈良，愛媛，岡山の低下と台

湾，本州東北部などの拡大が見られた府県同
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表11－2　大阪府における31年時6回以上
出現者の40年時における就任状況

f 31　　ロ 40 口 ！　　　口

公　　　　良 28 2 26
4　　一 21 8 13

田士　　　一 21 18 3

ロ　彦太良 19 2 17
ム 19 1 18

A西　　「ご良 16 12 4
田　　’ 16 9 7

金’　二　　一 15 1 14
、 15 7 8

上　　’郎 14 6 8

’郎 14 1 13
14 5 9

ム世　　ご郎 13 7 6

巴塚与八良 12 2 10
外　　1 12 1 11

ノ、 ｵ　一 11 ×

田　　　太良 10 14
名　　7　ご良 10 3 7

ム　　　　ー 10 1 9
9 7 2

宅」　・ 9 5 4
治　　　i 9 8 1

　
　
　
n
士
， 9 2 7

広　　信五郎 9 ×
一　　　　」 9 3 6

七 9 4 5
士　　　　　　　　　魂　曽 9 ×

葡太良 8 8
志方　　七 8 9
松方　　’郎 8 8

田　　＝良 7 3 4
近　　左　” 7 2 5

片　　口 7 1 6
！　、　　　　　　　　　4　　一 7 X
池恭＝ 7 4 3

7 4 3
！」・西　　　’一 7 X
五　　　　　玉 7 ×

一良 7 2 5
上　　ム良 7 7

一士’@＝郎 7 ×

兵ゐ一 7 X
田忠、 7 5 2

辻士敬 7 2 5
コ 7 ×

古畑　　造 7 ×
白’ @　｝　良 7 ×

本　　彦一 7 2 5
石　　庄　　’一 6 ×

且 6 4 2
l
j

6 2 4
野ヨ　七 6 X
野 6 8

進　　　一良 6 ×

田辺　　士 6 5 1

’忠　　テ『 6 6
寺　　一士 6 9
寺西 6 6
永　　山 6 1 5

中西庄ゴ郎 6 ×
中寸，、　　了 6 X
浜　　八三郎 6 1 5
一久　　衛 6 5 1

士田　り　∠一 6 2 4

注：

（1）x印は、明治40年のデータベースに存在し
　　ないことを意味する。
（2）「減少回数」は、31年の回数から40年のそ
　　れを差し引きしたものである。
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表12　出現頻度8回以上の役員の府県別就任状況

名前

渋沢栄一

郎
郎
術
衡

八
三
慕
平
透

護
福
…
漁
恭
煮
幾

蒼
…
辺
蒸
越
田
尾

夫
諜
届
野
若

安田善次郎

灘講

奇瀧難
鷲田釜三郎

　
　
郎
烹

吉
久
一
郎

彦
難
五

返
場
濡
塚

史
馬
根
…
手

治
節
　
郎

平
太
鷺
三

烹
源
義
叢

派
虫
口
田

鷺
田
馨
雨宮敬次郎

聡馨蘇猿E『

小野金六

選艦
　
　
　
　
助
…
門
…
門

　
　
徽
　
之
衝
　
衡

治
毘
蕪
　
童
石
…
薦
左
勲

源
仁
半
郎
野
伝
溝
儒
業

谷
六
翫
口
六
蓮
邸
融
禁
石

広
藁
原
　
上
皿
宜
兜
天
白

l
l
難
等用元煮

鱗郎

覇蕪
由冊藤青

木
…
野
杢
照
黍

郎
　
　
　
衡

七
一
助
責
造
慕

又
経
董
熊
桂
総

田
由
虫
辺
田

朝
田
田
濾
浮
鈴
…

太邸
七

　
　
　
閤

　
聾
平

歎
慕
十
薫
郎

清
観
小
徳
太

野
幡
蔀
…
子
津

夫
尾
服
平
木

　
　
　
門

　
蔀
郎
蛋

楠
七
次
…
三
右
　
勲

寅
庄
幸
碧
徳
善

蕪
居
方
山
川
沢

山
松
松
杉
石
大

総計

31

21
18
18

18

18
17

16

16

16
16

15

15

14

14
14
14

13
13

13
13

12

12

12

12

12
12

11

11

11

11

10
10

10

10
10
10
10
10
9
9

9
9
9
9

9
9

犠綴区関係す・府県お・ぴ搬

　　　　　　　　2　　　21
　8＃ 　　　　　　　　　1三

繍鰍1ユ

1 1　　　2　　　　1ム　　1

8

3＊
3＊

5＊
3

2＊

9

3

4＊
4

3＊
5

3＊
2＊

3＊
5＊
6
2

3＊
2

7

9＊

1

4＊

2＊
6

3＊
3＊
2＊

3＊
2＊
4

2＊
2

1＊

5＊
1＊

3＊
3＊
3

2＊
2

1＊
3

2

2

9　　　1＊
9　　　】＊

9　　　2＊

9　　　4
9　　　4
9　　　5＊

9　　　4
9　　　　1

8　　　2＃

8　　　2＊

8　　　2＊

8　　　1＊

8　　　1＊

8　　　3＊

8　　　4＊

8　　　1＊

8　　　2＊

8　　　2＊

8　　　1＊

8　　　1＊

8　　　3＊

8　　　3＊

8　　　2＊

8　　　1＊

8　　　1＊

8　　　2＊

難鵬難雛醗阪［’ユ広m［2滴讐錨［1］

灘魏難購翻

騰働’ユ蘇鯖所［’］

鱒
田

薦
阪

譲
田

川
慧
知
置
…

香
璽
暴

　
コ
ヨ

屋
臼
縞
膿

烹
木
哀
阪
　

東
搦
東
器
慕

謡
囹
図
喫

　
　
扁
鑓

　
　
慕
三
眩
都

　
　
1
3
国
涼

　
　
馬
…
川
…
烹
ロ

叢
烹
鳶

羅
翫
圏
忘
旛
京
灘
纂
知
…

無
衷
北
嚢
慕
鷺

・羅翻
灘 国

田
田
鯵阪［’藤会融所［1ユ

　
鳳
m

ー
所
所

巨
議
議

所
会
会

情
棄購

慮
屡
臆

蕪
暴
碁
商

開
］
］
］
］

　
　
　
ア

ロ
ヒ
し

゜
阪
阪
阪
圓

大
大
大
照

　
－
i
　
　
　
　
　
ρ
0

　
　
し
い
り
く

蒙
知
知
山

難
繍
神
叢
富

顯購、
1　　　A　　　　1

備考）＃商業興信所にも関係
　　　　＊商業会議所にも関係
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表13　出現頻度10回以上の役員の就任会社公称資本金合計と業種分布
孟　雪 公　、　　　ム

31 渋沢栄一 128，964，350

　林［1］、土地　　・発［1］、　　（石・を　む）［2］、繊維［3］、食品［2］、窯業（ガラ

Xを含む）［1］、化学［2］、機械（電機を含む）［2］、雑工業〔3］、海上輪送［1］、銀行［3］、

@　2　エ　ルギー　　　　　2　　ス1　　「2　　の　の　一ビス2

21 大倉喜八郎 79，875，000

　林〔2］、土　改良・開発［1］、鉱業（石炭を含む）［1］、石油（販売も含む）［1］、繊維
m2］、生糸［1］、食品［1ユ、窯業（ガラスを含む）［1］、化学［1］、雑工業［1」、貿易［1］、銀た3　エ　ルギー　　　　2　　　2　　の　の　一ビス1

18 渡辺福三郎 93，700，000

@　　　　2　ガス1

鉱業（石炭を含む）［1］、繊維［2］、食品［2ユ、製鉄（金属・非鉄を含む）［1］、機械（電機

�ﾜむ）［正］、倉庫［2］、取引所（仲買商を含む）［i］、銀行［2ユ、エネルギー（霜灯等）

18 藤本清兵衛 53，408，400
欝［4］、食品［2］、機械（尾機を含む，エネルギー一（電灯等〕［ll、鉄遂）［lk財謝中塁騰む）［’］・鮒3］・保

正8 馬越恭平 259，972，000
農林［2ユ、鉱業（石炭を含む）［3ｽ工藁「11、銀行「1｝、鉄道］ ｫ石油（販売も含む）［1灘［2］・飾［2Mヒ学

18 野田吉兵衛
1・19・。・・灘［2］・ 塔Kラスを箔む）［瀦讐］1騨電機を鮪）［3］・雑舌業瀦

17 若尾幾造

　　　　　鉱業（石炭を含む）［1ユ、繊維［2］、食品［1］、製鉄（金属・非鉄を含む）［1］、海上　送

U6，825，000［1｝、倉庫［2］、取引所（仲買商を含む）［1］、銀行［1］、保険［2］、エネルギー（唱灯等）

@　　　　　　　　1　　の　の　一ビス1
16 田善次郎 27775000 1　堂1　　工　1銀〃『11　　　1　不　産　　　　　・土　　Aむ

16 浅野総一郎

　　　　　、鉱業（石炭を含む）［4コ、石油（販売も含む）［11、窯業（ガラスを含む）［1］、化学12］、

T2，140，000雑工業［2］、海上輸送［1］、倉庫［1］、保険［1］、エネルギー（電灯等）［1］、ガス［1］、そ

@　　　　の　の　一ビス1

16 大谷嘉兵衛
　　　　　、石油（販売も含む）国、海上　送［U、貿易［2］、倉庫［U、銀行［6ユ、保険［2］、不動68，800，000　　　　　　　　　　・　　　　　　2

16 平沼延治郎 1…q・…蝋3］ P懸薪竺菖摯］・化学［2］、雑工業［正｝）［2ユ、ガス［1］・無［1あ麗離買商

15 中沢彦吉
・・54・…瀦繋を含む）［’］・磐（ガラスを鯉島］・禦禽行〔4］・保険［2］・鉄道

15 馬場道久 25，907，700
繊維［1］、化学［1］、機械（電機を　む）［1］、海上　送［1］、　庫［1］、取引所（仲買商

@　　　　　ゐ噌　5　　　　　　　1　　　　　　　1　　巨　　1　　　　　1

14 根津嘉一郎 62，205ρ00
鉱業（石炭を含む）［1］、石油（販売も含む）［1］、織維［1］、食品［3］、　業（ガラスを含

@　1　　愚1　エ　ルギー　　　　　1　　　3　　の　の　一ビス

14 手塚五郎平 4，790，000
鉱　（石炭を含む）［1ユ、繊維〔3ユ、食品［2ユ、銀行〔41、エネルギー（竃灯等｝〔11、不動

@　　　　・　　　　　1　の　の　一ビス1
14 大橋新太郎 42．200ρ00

土地改良・開発〔2］、石油（販売も含む）［1ユ、繊維「1］、食品［2〕、化学［1］、卸売り及び

ｬ　　l　　　I　　　1ガス2　庭　1　　1
14 田中市太郎 17，665，000

繊維［3］、食晶［2］、窯業（ガラスを含む）［1］、化学［2］、機械（電機を含む）〔1］、卸売り

@　！・　　　　　　　　　　4－1　　　　1
13 田金＝郎 22710000 4　　　　　　　1　　　　コ〔　　　3　　　　孟曽　3　　　　　　　1　　　　　1　　　　　1

13 滝沢喜平治 8，045，000
繊維［2ユ、　業（ガラスを　む）［1］、銀行［8コ、不動産売買（建築・土木を含む）［1］、そ

ﾌ　　の　一ビス1

13 田中源太郎 36，370，000
繊維［2］、雑工業［1］、取引所（仲買商を含む）［1］、銀行［4】、エネルギー（電灯等）

13 牧口義矩 6，715，000
鉱業（石炭を含む）［2ユ、石油（販売も含む）［11、醸造（酒・味噌等）ロユ、取引所（仲買

@　　　1　　　－5　　　　2　　　　　　1

12 安田善三郎 32，125，000
繊維［1］、化学［1］、雑工業［1］、銀行［4］、保険［2］、鉄道［2］、不動産売買（建築・土木

@　　1
12 雨宮敬次郎 34，175，000

鉱業（石炭を含む）［1ユ、繊維［1］、取引所（仲買商を含む）［U］、その他の金融［1］、

@　6　　の　の　一ビス1

12 喜谷市郎右衛門 21，488，500
食品［1］、窯業（ガラスを含む）［1］、化学［2］、雑工業〔2〕、貿易［1］、銀行［3］、不動産

@　　　・　　　　　　　　の　の　一ビス1

12 今西林三郎 工4，515ρ00
農林［1］、鉱業（石炭を含む）［2］、繊維［1ユ、窯業（ガラスを含む）田、倉庫［1］、取引

@　　　　　　　1　　ス　　　　　　3

12 小野金六 64，950ρ00
鉱業（石炭を　む）［3］、食品［1］、窯業（ガラスを含む）［1ユ、化学［1］、機械（冠機を含

@　1　　　一　　エ　ル　ー　　　　　　1

且2 田島信夫 ll7，400，000
土地改良・開発［1］、鉱業（石炭を　む）［2］、食品［2］、海上　送［1］、銀行［21、保険

P　エ　　ノレギー　　　　　　　2　　　　　1

11 伊藤幹一 60，949，600
鉱業（石炭を含む）［2］、海上　送［1］、取引所（仲買商を含む）［H、銀行［2］．ガス

Q　　　　2

11 奥田正香 40ρ39，750
鉱業（石炭を含む）［1ユ、繊維［3］、機械（電機を含む）［1］、取引所（仲買商を含む）

P　エ　ルギー　　　　1ガス1　　　1　　　　　　　　・　　A
11 広谷　治 3765000 産　2　　　ガラス　　む1　心1　工　1「上　’2　々3

h 青木仁平 4，145，000
食品［2］、化学［2ユ、雑工業［1］、陸上輸送［11、倉庫［ll、取引所（仲買商を含む）［n、

@炉2
10 井口半兵衛 3，980ρ00

繊維［1ユ、醸造（酒・味噌等）［1］、　庫［21、銀行［2ユ、保険［2］、不動産売買（建築・土

@　A　　　1

10 原六郎 109，750，000
鉱業（石炭を含む）［1］、機械（電機を含む）［1〕、海上輸送［1］、銀行［2］、鉄道［4ユ、そ

ﾌ　の　一ビス1
10 上遠野富之助 19，200，000

機械（電機を含む）［1］、　庫［1］、取引所（仲買商を含む）［1］、銀行［1］、保険［2］、エ

@ルギー　　　　1ガス1　　　　　　　　・　　A　　1
10 菅野伝右衛門 2，745，000

繊維［1］、窯業（ガラスを　む）［日、海上　送［1］、卸売り及び小売り［1］、銀行［2］、エ

@ル　ー　　　　　　1　　　　1　　　　　　1　　　　　　　　　　・
10 中寸　蔵 20230000 2　　　1　　亀1　　『4　不　産　　　　　・土　を　　　1

10 天埜伊左衛門 16，625，000
鉱業（石炭を含む）〔1］、海上　送［1］、銀行［2］、保険［3］、鉄道［U、不動産売買（建

@・土　　A　　l

10 白石半助 13，575，000
食品〔1］、機械（電機を含む）［1］、雑工業［1］、倉庫［1］、取引所（仲買商を含む）［1］、

@々1　　　1　エ　ルギー　　　　　1　　　1
10 茂木　平 13850000 1　　り　びノ、り1　’15　　　2

備考）商業会議所、興信所は詳細からは除いた。
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様に，関与した業種においても著しい変化が

見られた。明治31年では，表に登場する人物

が関与した産業は銀行が最も多く，次いで鉄

道，繊維，保険業が続いた。確かに，会社数

あるいは公称資本金から見た業種分布と共通

点は見られたが，大きな相違点は彼らが関与

した企業の公称資本金は，全国平均からみて

格段に巨額の企業であったことである。明治

40年では，銀行への関与が圧倒的であったこ

と，鉄道が第2位でであったことは同様であ

ったが，次いで，食品業と鉱業および化学工

業が続いた。明治31年と40年の間で最も成長

を遂げた産業の一つが食品業であったことを

考慮に入れると，兼任回数で上位を占めるこ

れらの人物はこの時代の成長産業にしっかり

とコミットしていたことが窺える。

　明治31年時点で，兼任役員数の上位を占め

た人物の多くは，幕末の開国という一大環境

変化によって生じたビジネスチャンスに対応

した人物，ことに売り込み商や引取商が目立

っていたが，明治40年の時点では，こういう

人物の多くは，少なくとも兼任役員数の上位

からは姿を消し，これに代わって明治維新期

からの近代化に伴う環境変化によって生じた

ビジネスチャンスを的確に掴んだ企業家，金

融資本家が多く見られた。

6　「出資者グループ」の探索一実験的試み一

　次に，表14の『「出資者グループ」探索一

実験的試み』について，簡単に説明を加えて

おきたい。本表は，明治31年では『役員録』

に10回以上出現した人物を対象として，「出

資者グループ」の検出を試みたが，今回明治

40年では，同一企業に複数回登場した場合を

1回とカウントすることはもちろん，商業会

議所および興信所を除いて8回以上登場した

人物を対象として作成したものである。表の

見方は，前論文で記したが，念のために記す

こととしたい。縦軸と横軸から，同一人物名

が交差するセルに記されている数字は，当該
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人物が本書に登場する回数である。具体的に

は，名前の欄を含めて9行9列にある10とい

う数字は，奥田正香の登場する回数であり，

9行10列にある5は奥田正香と上遠野富之助

とが共通の会社に役員として関与している会

社数を表し，以下，9行11列にある4，9行

12列にある3は，それぞれ，奥田正香と鈴木

総兵衛の，奥田正香と白石半助とが共通の会

社に役員として関与している会社数を表して

いる。ここから，人物問の「親密度」も見て

取れる118〕。

　それでは，2行あるいは2列に記されてい

る牧口義矩の場合はどうであろうか。2行2

列の交差するセルには13が記されているほ

か，その他のセルは空白である。これは，上

の定義から，牧口義矩はこの資料に13回登場

するものの，この表，即ち8回以上登場する

人物とは共通に役員として関与していた会社

が皆無であった，ということを意味する。し

かしこのことは，牧口義矩は全く他の人物と

共通の役員として関与していなかったという

ことを意味しているわけではない。8回以上

登場する人物とは，役員として共通の会社に

関与していなかったわけで，登場回数が7回

以下の人物とは，ここでは知ることが出来な

い。別稿では，それぞれの地域での分析を行

う予定でいるが，新潟で，例えば牧口義矩に

関係する人物が多数見出しうるのである。従

って，ここに現れている関係は，あくまで日

本全国レベルでの，多数出現する人物に焦点

をあてた表であることに注意しなければいけ

ない。

　むしろ，ここで検出できる「出資者グルー

プ」の背後には，出現回数が少ないものの，

それぞれの地域では重要な活動をを行ってい

た人物が存在してのである。この関係は，そ

れぞれの地域に限定して，同様のマトリック

スを作成すれば容易に検出できるものであ

る。今回，前稿で記した表と同様の作業を施

した表を作成したのは，当該期を対象とした



概究を行っている人達へ，連続した基礎デー一

タを提供することをも目的としたものであ

る。
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「出資者グループ」検出の試み表14
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皿　明治31年と明治40年の比較一ま
　　とめに代えて一

　最後に，明治31年と明治40年の比較を要約

し，今後の課題を提起して本稿を終えること

としたい。当該時期は，いわば企業勃興期の

後半期である。銀行，鉄道そして紡績業にリ

ードされた企業勃興ブームは，この時期，倉

庫，海上輸送，陸上輸送業の興隆という新た

な側面を見せただけでなく，小売業とその他

サービス業の企業勃興も見られたqgl。金融

と鉄道，紡績業に先導された企業勃興は周辺

分野である流通や商業に拡大していったので

ある。しかも，当該時期，企業勃興のブーム

は関西地区の地盤沈下をもたらした。企業勃

興を公称資本金ベースの増加，会社数の増加

のいずれからも，東京への一極集中とでも呼

べるような集中が生じた。それと同時に東京

周辺の地区，埼玉，神奈川，栃木，千葉，茨

城といった各府県では，公称資本金の増加が

顕著に見られた。こうした現象と本州中央部

から東北部にかけての地域，石川，福井，富

山，鳥取といった日本海側の府県も，全国平

均を上回った増加を見せた。これに反して，

滋賀や奈良を筆頭に岡山，京都，和歌山等の

関西地区の増加は，全国平均を下回った。こ

れに愛媛，徳島，香川そして高知の四国全県

の増加も，全国平均を下回った。

　以上から，この間の企業勃興の変化は，単

に，それまでの企業勃興のブームを支えてき

た大阪などの関西地区と東京周辺からそれぞ

れ地方に拡散した，という構図ではとらえき

れない。また，主導的な業種でも，確かに，

増加率という点からみれば，流通業や商業の

伸び，そしてその他金融業の伸びが顕著であ

ったが，それまで主導的な立場をとってきた

銀行業や生糸，繊維産業がその企業勃興の意

義を失った，というわけではない。ことに銀

行の意義を過小評価してはならない。CL’D）地
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域的な拡大と業種変化は，およそ次のように

理解できる。それぞれの府県での興隆は，詳

細に分析すると，依然として銀行と繊維，生

糸あるいは食品，石油などの「地場産業」と

の組合せによるものであった（21〕。確かに，

公称資本金や会社数から見ると，相対的にウ

エイトを下げていた銀行業ではあれ，それぞ

れの企業勃興が盛んに起こっている地域に限

定してみると，依然として高い増加率が見ら

れた。それだけではない。銀行と地場産業と

の組合せによって勃興してきた府県におい

て，これらを担った人物は，ほぼ共通してこ

れら銀行と地場産業の経営に関与していたと

いう事実を指摘しなければならないC2L）｝。

　さて，以上から今後の課題が見えてきたと

言えよう。業種別や府県別から見た企業勃興

の詳細な分析を，それぞれ独立して取り扱う

のではなく，相互に関連したものとして考察

し，改めて，当該期わが国の企業勃興の姿を

提示することが第一の課題であるc23）。続い

て，これらを担った人物，具体的には，これ

ら人物のグループが果たした役割を，第一の

課題に即して考察することである。その際，

渋沢栄一や浅野総一郎などの全国的に企業者

的活動を展開した人物と同時に，ほとんどす

べて同一の府県内で，複数の企業経営に関与

した人物の特徴を分析することとしたい〔24）。

　こうした分析を通じて，たんに企業勃興期

における企業形態の特徴のみならず，様々な

形容詞をもって表現させられてきた「財閥」

とは別に，合併を主たる成長の手段としてき

た紡績企業や石油企業，そしてそれぞれの地

域に密着した地方的企業の成長が，改めて問

われることになろう。
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